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１．評価対象及び評価の実施に関する事項 

施設名称 川崎市営住宅 事業者名 川崎市住宅供給公社 評価者 市営住宅管理課長 

評価対象

事業年度 

令和２年度 

（確定評価） 

協定期間 平成 29 年度～平成 33 年度 担当課 まちづくり局住宅政策部 
市営住宅管理課 

評価の実施に関する事項 住宅供給公社市営住宅管理課長を通じ、複数回のヒアリングを実施 

 

２．全体の評定 

評価点 

合計 
６６ 

評定 

（A、B、

C、D、E） 

Ｃ：総合評価の結

果、適正であると

認められる。 

（参考）本協定期間における年度評価の状況 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 令和 2年度 令和 3年度 

  C C  

評定に至

った理由 

項目別評価点の合計（以下算定式の通り。）により、「Ｃ」評定とする。  

【加点割合】評価段階５：１００％ ４：８０％ ３：６０％ ２：４０％ １：０％ 

【項目別評価点】 

第３章 ５×６０％＝３ 

第４章 １０×８０％＋５×６０％＋５×６０％＋５×６０％＋５×６０％＋１０×６０％＋５×８０％＝３０ 

第５章 １５×８０％＋１０×６０％＝１８ 

第６章 ５×６０％＝３ 

第７章・第８章  １０×６０％＝６ 

第９章 １０×６０％＝６ 

【定量的指標】 

 ①長期空家戸数１９戸（目標戸数１０７戸以下：目標値より８８戸減） 

 ②現年度収納率９９．４６％（目標収納率９９．３４％以上：目標値より０．１２ポイント増） 

 ③空家修繕戸あたり単価（税抜）Ｈ３０年度比削減率２５％・９８１，１４３円（目標削減率１０％以上：目標値より１５ポイント多く削減） 

【主な高評価項目】 

＜令和２年度特有の事項＞ 

・入居者募集について、ホームページの見直し、抽選会動画配信サービスの改善、車いす使用者向け住宅の案内の掲示等、利用者目線に立っ

た様々な業務改善を行った。 

・年 4 回の定期募集と常時募集を実施することで長期空家戸数を大幅に縮減するとともに、長期空家について空き家となっている理由の分析を

行った。 

・共益費徴収について入居者アンケートを実施し、共益費徴収方法見直しの検討に寄与した。 

・空家修繕について、工事種目ごとに、機能性の維持に必要最低限の程度を精査することにより、戸当たり単価の大幅な削減を行った。 

・老朽化した機械式駐車場について、維持管理費用の縮減のため、台数削減による廃止を提案した。工事の実現に向け、関係部署との協議、入

居者意向調査を実施した。 

・平成３１年度の大型台風の対応を踏まえ、台風発生時期前に、自治会に対し、住宅敷地内の工作物の固定についての協力依頼文書を送付し、

注意喚起した。 

＜平成３１年度からの継続事項＞ 

・収入未申告者や各種未手続者に対し、自宅訪問により提出を促し、丁寧な対応をした。 

・自ら福祉サービスの申請等ができない入居者に対し、適宜必要な福祉部門と連携し、生活保護申請等に繋げる等、入居者の状況に応じたきめ

細やかな対応をした。 

・入居者や近隣住民からの陳情・苦情に対し、福祉部局と連携し入居者の事情に合わせ繰り返し対応するなど、丁寧な対応をした。 

・滞納者に対する丁寧な対応により、滞納の常習化や長期化を抑制した。 

来年度の事

業執行（管理
運営）に対す
る指導事項

等 

来年度の事業執行（管理運営）に対する指導事項等として、主に以下のものがある。 

・大規模修繕について、昨年度に引き続き、入札中止に繋がる事務ミスが生じたことから、的確な事務処理が望まれる。 

・公社自主事業である高齢者の緩やかな見守り活動を通じ、入居者間に、公社に安否確認をするという意識や入居者間での声掛けしあ

うという対応が根付いているとのことである。今後、入居者と地域の支援の担い手とのつながりづくりが求められる中、福祉的な支援

を必要とする入居者を把握するための手段として、より効果的な見守りの手法について検討されたい。 

３．その他特記事項 
住宅政策審議会事業評価部会委員から、以下の意見があった。 
 
・空家修繕費削減取組について、修繕費削減の取組は評価できるものの、修繕対象を限定することに伴う生活環境の悪化が懸念されるため、修繕の程

度について、検証をする必要がある。 
・年度計画だけでなく、長期的な期間で達成するべき目標を定め、評価対象とする必要がある。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

第１章 

１ 

公
社
に
つ
い
て 

当公社は、地方住宅供

給公社法に基づき住宅を

必要とする市民に対して

住宅等を供給し、生活の

安定と社会福祉の増進に

寄与することを目的とし

て川崎市の出資により昭

和 44 年５月に設立され

ました。 

 設立以来、20 数年間は

分譲住宅事業中心の事業

展開でしたが、平成５年

５月に策定された「川崎

市住宅基本計画」では特

定優良賃貸住宅の供給促

進や管理を、改定後の計

画では居住支援制度や高

齢者向け優良賃貸住宅の

供給促進、市営住宅を含

むこれらの住宅の管理の

一元化と有効活用等、川

崎市の住宅政策の一翼を

担う公的住宅供給主体と

して市民の多様なニーズ

に対応した事業展開が公

社の役割として位置づけ

られています。 

このため、当公社は次の

経営理念を定め、事業を

展開しています。 

     

 

２ 

川
崎
市
営
住
宅
管
理
に
つ
い
て 

当公社における市営住宅

の管理業務は、平成５年

度から修繕・維持管理業

務を、平成 15 年度から入

居者募集業務を、平成 18

年度からは管理代行制度

※による一体的な入居者

管理業務（収納滞納業務

を含む。）を受託し、特定

優良賃貸住宅等の公的賃

貸住宅の管理実績とノウ

ハウを活かしたサービス

を提供してきました。 

 今後も、地方住宅供給

公社として市民からの信

頼を基に、市営住宅の効

率的な管理や入居者サー

ビスの向上を図ることに

より、川崎市営住宅の価

値の向上に貢献していき

ます。 

   

 

第１章・第２章は理念規定のため、

追加評価シートにて評価する。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

第２章 
１ 

川
崎
市
営
住
宅
管
理
の
基
本
方
針 

 川崎市営住宅は、住宅

セーフティネットとして

の機能を有し、少子・高

齢社会への対応等との連

動性が求められる住宅で

あり、公営住宅法・川崎

市営住宅条例等に基づき

適切な対応を必要とする

ほか、入居者の事情に応

じた福祉的サポートも必

要となる特殊性を有する

住宅です。 

 当公社は、これらを認

識のうえ、平成 18 年度か

ら管理代行制度により入

居者の募集・決定から退

去手続等の入居者管理、

大規模・小中規模修繕や

施設保全等の建物管理に

ついて、川崎市との連携

の下に適正かつ効果的・

効率的な管理に努めてき

ました。 

 今後もこれらの取組を

継続するほか、更なる川

崎市営住宅の価値向上に

向け、次のとおり川崎市

営住宅管理の基本方針を

定めます。 

基本方針 

公社の公平・中立な特性

を活かし市営住宅管理に

対する信頼と実績を積み

上げ管理代行制度により

業務を一体的に推進する

ことで更なるサービスの

向上と業務範囲の拡大を

図る 

     

 

２ 

具
体
的
取
組
事
項 

① コンプライアンス 

  関係法令、条例等を

遵守し、適正に業務を執

行する。 

② 福祉行政との更なる

連携 

  高齢者、障害者、認

知症等の入居者に対応す

るため、関連機関と連携

を図る。 

③ 管理業務範囲の拡大 

 公社管理駐車場の拡大

や、自治会活性化支援策

等を検討する。 

④ 長期空家戸数の縮減 
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 入居希望者への効率的

な住宅の提供を行うとと

もに、長期空家の縮減を

図るため、効果的な募集

方法を提案・実施する。 

⑤ 修繕費の縮減 

 適正かつ効率的な修繕

策を提案・実施し、修繕

費用の縮減を図る。 

⑥ 収入率の向上 

 滞納の未然防止策、初

期滞納者に対する取組の

強化等により、収入率の

向上を図る。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

第３章 

１ 

組
織
体
制 

(1) 

直
接
部
門
（
組
織
） 

ア 組織体制 

 市営住宅等管理を適

正かつ効率的に実施す

るため、次表のとおりの

組織を設け、様々な資

格・スキルを持った多様

な人材を配置し、個人情

報管理、公金の取扱い、

工事施工・監理等を確実

に執行します。 

 また、夜間・土日祝日

や緊急時にも対処する

ため、第９章「緊急対応」

記載のとおり 24 時間・

365日対応可能な体制を

構築しています。 

 計画に記載の組織体制を構築

し、業務を行いました。 

１ 組織体制 

  直接部門である住宅部には、

これまで培ったノウハウを有

する職員及び業務に必要な有

資格者を配置して、適正かつ効

率的に業務を行うための組織

を構築しました。 

  また、川崎と武蔵溝ノ口の両

事務所で対応していた業務に

ついて、今年度は過去の業務量

を勘案して事務分担を見直し、

入居関係、高齢者の見守り巡

回、収入申告書の一部の確認業

務等を川崎の事務所で処理し

たほか、募集期間や年金日等の

窓口混雑が予想される場合は

川崎から武蔵溝ノ口の事務所

に職員を派遣する等により、業

務を円滑に執行するため柔軟

に対応しました。 

  その他、住宅部以外において

も、大規模修繕工事等の入札・

契約事務や、高額所得による退

去予定者等に公的賃貸住宅を

間接部門でも斡旋する等、公社

が一体となって市営住宅等管

理業務を行いました。 

２ 再委託先の管理・監督 

  工事等については、要綱等の

内部規則に基づき職員が工程

を管理し、検査を実施すること

で、必要な工事等を完成期限ま

でに適正に行いました。 

  また、工事の品質の確保を図

るため、施工中や完成検査時等

に文書や口頭で指導等を行う

ほか、請負工事成績評定要領に

基づき評定を行い、請負業者の

５ ３ ３ 

 職員の組織体制は本社と現場

事務所に分かれている上、入札・

契約部門は直接部門から分離さ

れており、入札・契約事務の公正

性・効率性は確保されていると言

える。配置状況については、施設

管理に係る有資格者、福祉的な対

応に係る有資格者が適正に配置

されている。事務所は川崎と溝ノ

口の２か所に設置されており、北

部及び南部の入居者に対するア

クセシビリティが配慮されてい

ると言える。 

本社と溝ノ口事務所での所管

業務について、業務量に応じ、分

担を見直したり、繁忙期に溝ノ口

事務所に職員を派遣するなど、柔

軟な対応が図られていることは

評価に値する。 

 再委託先の管理・監督につい

て、工事請負業者に対して、市に

準じた工事成績採点を実施して

おり、工事の品質確保及び請負業

者の適正な選定・指導育成を図っ

ている。 

イ 配属職員 

 管理業務を確実に実

施するため、市営住宅等

管理業務に必要な資格

等を有する職員を適所

に配置します。 

 市営住宅管理業務に必要な有

資格者を適所に配置して業務を

行いました。 

(2) 

直
接
部
門
（
事
務
所
） 

 各事務所は、入居者が

来社する際の交通の便

等を考慮し、ＪＲ川崎

駅、ＪＲ武蔵溝ノ口駅等

から徒歩圏内に事務所

を設置しています。ま

た、ＪＲ武蔵溝ノ口駅と

商用施設との連絡通路

に事務所への誘導案内

看板を設置し、入居者が

アクセスし易い環境作

りに努めているほか、市

営住宅管理課・溝ノ口事

務所とも駅からバリア

フリーで移動できるよ

う配慮しています。 

 来訪者の利便性を考慮して、市

内主要駅から徒歩圏内の２箇所

の事務所で業務を行いました。 

 また、事務所における新型コロ

ナウイルス感染症対策のため、待

合スペースは席の間隔を空けて

換気を行い、また、非接触式体温

計や飛沫防止用アクリル板等を

設置しました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

(3) 

間
接
部
門 

修繕工事や施設維持

管理の契約件数及び金

額並びに会計実地検査

受検対応が必要な国庫

補助事業対象工事は、

年々増加傾向にありま

す。これらの工事・業務

委託契約手続について

は、事務を公正かつ効率

的に執行するため、契約

担当部門を直接部門と

分離して総務部に設け、

入札公告、入札、契約等

を実施しています。 

 なお、入札・契約事務

については、会計実地検

査受検等にも適切に対

応するため、川崎市契約

条例等に基づき川崎市

の入札・契約事務に準じ

た手続を行っています。 

 入札・契約等の事務について

は、間接部門（総務部）において、

川崎市契約条例等に準じて次の

とおり行いました。 

１ 委託 

 ・指名競争入札 11 件 

 ・随意契約 16 件 

２ 工事 

 ・一般競争入札 25 件 

 ・随意契約 8 件 

 なお、一般競争入札について

は、入札公告を公社ホームページ

に掲載すると同時に対象業種の

業者にメール連絡して入札参加

の申込を受け付け、また、入札後

には設計書の閲覧期間を設けて

積算疑義に対応する等、公平かつ

透明な入札事務の執行に努めま

した。 

 その他、会計実地検査や完了検

査においても、昨年度に実施した

工事の入札手続や契約・支払状況

を説明し、適正意見を受けまし

た。 

指導育成に努めました。 

２ 

再
委
託
先
の
管
理
・
監
督 

(1) 

修
繕
・
施
設
維
持
管
理
業
務 

 市営住宅等の点検・修

繕等項目は多岐にわた

ることから、これらの管

理業務を効率的かつ適

正に実施するため、川崎

市競争入札参加有資格

業者名簿に登載された

者や各業務に必要な許

可又は認可等を受けて

いる者、かつ、１年間を

通して１日 24 時間の緊

急対応ができる業者を

選定し、業務を再委託し

ます。 

 その際、公社監督員が

各業者等に対し、点検・

修繕方法等を指示及び

監督し、検査員が検査す

ることで、適正な管理業

務の執行に努めていま

す。 

 なお、各業者には、当

公社の監督・検査要綱に

基づき履行状況をＰＤ

ＣＡサイクルで評価、確

認、改善等することで、

業者育成に努め、良好な

業務の実施に繋げます。 

 

 修繕・施設維持管理業務を適正

に実施するため、川崎市競争入札

参加有資格業者名簿に登載され

た者や各業務に必要な許可等を

受けている者のうち 24 時間の緊

急対応ができる者を選定し、業務

を委託しました。 

 その際には、適正に業務を実施

するよう公社職員が指示、監督及

び検査を行いました。 

 また、工事については、工事の

品質の確保を図るため成績評定

要領に基づき業者を評定し、必要

な改善や指導等により業者の育

成に努めました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

 

(2) 

個
人
情
報
を
含
む
業
務

の
委
託 

 個人情報を含む業務

の全部又は一部を業者

に委託する場合は、第８

章コンプライアンスの

「３(3)外部委託先業者

の管理」に記載のとお

り、個人情報保護に必要

なチェック体制を構築

します。 

 個人情報を含む業務を委託す

る場合は、契約締結時に委託先の

安全管理の対応状況等を調査・把

握する等、個人情報保護に必要な

チェック体制を構築して業務を

行いました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

第４章 

１ 

基
本
事
項 

(
1
)
 

行
政
と
の
連
携 

公社の公的・中立的な

立場から、次の取組を

推進します。 

ア 窓口、電話及び訪

問対応時に入居者等か

ら受ける情報、要望、苦

情等は、主体的に公社

で受け付け、これらの

情報等を直ちに川崎市

の有する市営住宅管理

システムに登録して内

容を共有します。また、

川崎市と連携してこれ

らの情報に対応するた

め、川崎市・公社間で定

例会議を行い、意見交

換や対応方法を協議し

ます。 

     

 

イ 市営住宅等管理に

は、ハード面・ソフト面

ともに行政と密に連携

した対応が必要である

ため、これらの業務経

験者が必須です。 

 このため、修繕関連

業務については専門知

識と関連業務経験を有

する者を、消防等施設

維持管理業務について

は川崎市消防局退職者

を、近隣トラブルや苦

情対応を行う渉外業務

については神奈川県警

退職者を継続採用する

ことで、専門的業務を

的確に実施します。 

   

ウ 入居世帯の過半数

を占める 60 歳以上の

単身入居者に対して

は、入居時に生活状況

や介護の有無、今後の

介護の必要性等を把握

し、入居後の窓口、戸別

訪問時等で対応した際

に福祉的支援が必要と

判断した場合は、保護

課、高齢障害課、地域包

括支援センター等との

情報共有を図ります。 

 

   

基本事項のため、追加評価 

シートにて評価する。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

(
2
)
 

公
的
賃
貸
住
宅
の
活
用
促
進 

当公社は、川崎市から

管理を受託している市

営住宅等のほか、自社

物件である特定優良賃

貸住宅及び高齢者向け

優良賃貸住宅等の入居

者管理も行っていま

す。このため、市営住宅

入居者のうち高額所得

者に対する退去に向け

た指導面談の実施時に

は、必要に応じ当公社

が管理する公的賃貸住

宅を案内する等によ

り、円滑な退去を行う

とともに公的賃貸住宅

の活用を促進します。 

   

(
3
)
 

個
人
情
報
の
取
得
・
利
用
・
管
理 

 市営住宅等管理で

は、入居者等の個人情

報（障害等の要配慮個

人情報、特定個人情報

を含む。）を取り扱いま

す。これらの個人情報

の管理は、みなし公務

員である公社職員（地

方住宅供給公社法第

20 条）が「個人情報の

取扱いに関する情報セ

キュリティ特記事項」

及び「特定個人情報の

取扱いに関する特記仕

様書」に基づき適切に

取得・利用・管理しま

す。 

   

(
4
)
 

来
訪
者
へ
の
配
慮 

相談・申請窓口となる

事務所は、市営住宅管

理課・溝ノ口事務所の

両事務所とも最寄り駅

から徒歩圏内かつバリ

アフリーで来社できる

場所に設けているほ

か、受付窓口には間仕

切りの設置及び滞納者

等との面談時には個室

を設けるなどプライバ

シーに配慮する取組を

行っています。 

 また、高齢化に対応

するため、拡大鏡、集音

器等の設置等の取組を

引き続き行います。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

２ 

入
居
者
募
集 

(1) 

案
内
方
法
等 

市営住宅に申し込む７

割以上の方が 60 歳以

上及び障害者となって

います。このため、次の

取組により「分かりや

すく」案内するよう努

めます。 

ア 申込者からの電

話・窓口での問合せは、

申込者の意向を傾聴

し、丁寧かつ適切な募

集区分等を案内しま

す。 

 申込受付時の電話・窓口対応

は、申込者の意向を傾聴し、丁寧

かつ詳細に適切な申込区分の住

宅を案内しました。 

 市営住宅は、世帯所得の上限が

設けられているほか、一般世帯向、

高齢障害者世帯向、子育て世帯向、

単身者向等、住戸ごとに申込区分

が分かれています。また、申込受付

後に改めて公的書類等に基づき厳

格な審査を行い、入居に必要な資

格の判断を要します。 

 このような公営住宅法の趣旨、

市の住宅政策等を理解したうえ、

新たな制度や方針に基づき的確か

つ主体的に業務を行ったほか、管

理代行者として常に中立かつ公平

な立場で業務を行うことを意識し

て対応しました。 

 なお、今年度は新型コロナウイ

ルス感染症対策として近隣の自治

体が窓口相談を取り止めたり、申

込みを郵送のみとする対応を行う

中、当公社では推奨される感染防

止対策や次の取組を実施しなが

ら、窓口相談業務を引き続き行い

ました。 

・ 窓口の混雑緩和のため、申込書

はできる限り郵送による提出や

不明点は電話による問合せをお

願いしました。また、窓口の待合

スペースは一定の間隔をとり、

混雑時には入場規制を行いまし

た。 

・ 対面で相談や書類の確認を行

う際には、アクリル板等を設置

して飛沫感染防止対策を施しま

した。 

・ 入居前の入居説明会は、換気に

配慮し、席の間隔を空けて実施

したほか、緊急事態宣言中には

予定会場が閉鎖されたため、１

日で開催する予定を 14日間に分

散して対応等しました。 

１０ ４ ８ 

 申し込み対象の大半を占める

６０歳以上及び障害者に対して、

様々な取り組みにより、分かりや

すい案内を提供するように対応

するとともに、相談受付時には申

込者の希望に応じた募集区分を

詳細に聞き適切に案内するなど、

入居を希望する方の立場に配慮

した案内を行っていた。 

 また、新型コロナウイルス感染

症対策が必要とされる中で、前述

のような取り組みをするべく、十

分な対策を施したうえで、窓口相

談業務を継続できるよう対応し

たことは評価に値する。 

 そのほか、新型コロナウイルス

感染症の影響で大勢の人が集ま

る抽選会が実施できず、無観客抽

選を行った際、抽選の透明性を確

保するため、抽選を行った当日に

ホームページで動画を公開し、適

切に対応していた。 

また、車いす使用者向け住宅の登

録について、公社ホームページに

入居までの流れや注意事項につ

いてまとめた資料を、新たに作成

し掲載していた。今後も効果的な

募集案内となることを期待する。 

長期空家戸数の縮減に向けて、

昨年度に続き、年 4 回の定期募集

と常時募集を実施するとともに、

長期空家について空き家となっ

ている理由の分析を行い、空家の

早期解消に取り組んでいた。長期

空家にならないように常時募集

にかける住戸決定の取扱いを市

に提示し、積極的に常時募集を行

った。長期空家戸数は、１９戸と

なり、令和２年度目標値及び令和

３年度目標値を大幅に上回る（戸

数が減少した）こととなったは評

価に値する。 

 また、退去してから次に入居す

るまでの期間短縮について、今年

度は現状把握のためのデータ提

供を行い、市と連携し対応策を検

討した。引き続き市と連携して検

討することと、積極的な提案を期

待する。 

車いす使用向け住宅への入居

イ 「入居者募集のし

おり」は、川崎市市政刊

行物作成ガイドライン

及びカラーＵＤガイド

ラインに準拠して作成

し、随時、分かりやすく

なるよう見直します。 

 各ガイドラインに準拠して入

居者募集のしおりを作製するた

め、業者発注時の仕様書にこれら

を定め、業者選定時には市契約規

則等に準拠して市内の中小企業

の中から市又は公社と受注実績

を有する者を競争入札により選

定し、作製業務を委託しました。 

 また、入居者募集のしおりは、

期中に新設されたパートナーシ

ップ制度、準公営住宅の募集、空

家修繕項目等、募集の都度、記載

内容を調整して作製しました。 

ウ 当公社のホームペ

ージ内に市営住宅専用

ページを設け、申込資

格、募集案内（入居者募

集のしおりの掲載を含

む。）、抽選結果等を掲

載します。 

 なお、抽選結果掲載

時等に公社ホームペー

ジへのアクセスが集中

するため、クラウドサ

ーバを活用してアクセ

ス障害を回避する取組

を継続して行います。 

 公社ホームページの市営住宅

専用ページに、申込資格、募集内

容等、次のとおり掲載しました。 

１ 定期募集（抽選） 

 ・募集する月の 1 日に募集概要 

 ・募集を開始する週の月曜日に

募集区分別の住宅概要 

 ・募集を開始する日に入居者募

集のしおり 

 ・抽選会日に抽選会動画（新型

コロナウイルス感染症対策の

ため無観客で行ったため） 

 ・抽選会翌日に抽選結果及び倍

率表 

２ 常時募集（先着順） 

 ・毎週水曜日に募集住戸一覧

（入居者募集のしおりを含

む。） 

３ 車いす使用者向け住宅（登録

制） 

 ・登録手順及び制度説明 

 なお、掲載に当たっては、閲覧

性を考慮してページを構築した

ほか、アクセス障害が発生しない

よう取り組みました。 

エ 申込者の窓口相談

機会を増やすため、市

 申込期間中は、川崎の事務所で

は土曜日・日曜日にも職員を３名
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

営住宅管理課では申込

期間中、土日祝日も窓

口を開設（8 時 30 分か

ら 17 時 15 分まで）し

ます。 

配置し、窓口を開設して申込相談

及び受付を行いました。 

 なお、土曜日・日曜日には、１

日当たり平均 10 名の窓口相談

（申込受付を含む。）がありまし

た。 

希望者については新規登録・継続

登録を行い適正な運用を図ると

ともに、運用方法について周知を

図った。 

 また、より適正な住戸管理をす

るべく、いわゆるミスマッチとな

っている入居者全戸に対して住

み替えに向けた意向調査を行い、

希望者に対し住み替えの入居手

続きの準備を行った。 

 また、生田住宅と真福寺住宅の

建替えについて、通常、既存入居

者は団地内移転を行うところ、小

規模団地であるため団地内移転

が出来ず、居住者の負担が大きい

団地外への移転が必要となった。

移転先住戸確保のためのアンケ

ートや意向調査について、丁寧に

対応していた。 

また、移転希望が多い住み替え

先の住宅においては、常に退去状

況を把握し、移転期限までに修繕

見込みがある住宅を市に提示す

るととともに、公社独自に建替移

転者用の管理表を作成し、スムー

ズに住み替え入居手続き行った。

電話対応についても的確に対応

した。また、長寿命化工事におけ

る住み替えの入居手続きを期限

内にスムーズに行った。火災一時

使用者にすぐに提供しなければ

ならない住宅を的確かつ迅速に

提示した。 

 そのほか、長寿命化工事が関わ

る特殊な自己都合住替え手続き

の準備を行うとともに新たに自

己都合住み替え手続きの取扱を

作成し、適時修正を行い、適正に

運用、実施していた。 

オ 入居手続の際に

は、入居時や入居後に

必要な手続や注意事項

等を正しく理解してい

ただくため、配布物や

説明方法を継続して見

直します。 

 入居説明会（民間でいう重要事

項説明）では、下見から入居まで

の手順・方法が記載された書類、

入居後の注意点等が記載された

「住まいのしおり」の理解を促す

ため、プロジェクターを使用して

動画により詳細に説明しました。 

 なお、配布書類や動画について

は、市の制度変更（連帯保証人の

廃止、敷金の見直し）等に併せて、

適宜、見直しを行いました。 (2) 

長
期
空
家
戸
数
の
縮
減 

 平成 27 年度以前の

定期募集では、応募が

ない又は当選しても辞

退となる住戸は年間約

20 戸程度でした。しか

し、平成 28～30 年度は

比較的利便性が高い地

域や築年数の浅い住宅

に 100 倍を超える申込

みがある反面、応募が

ない等により入居者が

決まらず次の募集時期

まで空家となる住戸が

年間 100 戸を超える状

況となっていました。 

 一方、入居希望者の

中には、地域等を問わ

ず早期に入居可能な住

戸を求める声も多かっ

たことから、平成 31 年

度より募集方法を抜本

的に見直し、応募がな

い等の住戸については

申込順で入居者を公募

する「常時募集」の制度

を新設したほか、従来

の抽選型の定期募集も

年２回から年４回に見

直し、長期空家縮減と

空家期間短縮に向け取

り組んできました。 

 今年度も、前年度の

募集方法を継続して実

施し、「経営改善及び連

携・活用に関する方針

（川崎市）」に定められ

 抽選型の「定期募集」年４回と

先着順受付の「常時募集」の２つ

の公募方法を主体として、長期空

家戸数の縮減と空家期間短縮に

向け継続して取り組みました。 

 また、今年度は新たに近隣入居

者の騒音等による迷惑行為によ

り募集保留となっていた住戸を

再調査し、市とその情報を共有す

ることで、長期空家の縮減にも努

めました。 

 これらの取組の結果、長期空家

戸数は 19 戸（目標 107 戸）まで

縮減することができました。 

 長期空家戸数を縮減するため、

昨年に引き続き年４回の定期募集

のほか、公募割れが固定化してい

る住宅や特別空家の一部を年間を

通じて常時募集を行いました。 

 この募集住戸選定の際は、空家

期間を短縮するため、退去後の空

家修繕、風呂が未設置住戸は計画

修繕による風呂設置工事等を早期

に行い、政策空家等を除いた住戸

を選定する等、公社全体で空家情

報や工事の進捗状況を共有し、工

事の完成を見込んで募集候補住戸

とすることに努めました。 

 また、申込時のアンケートによ

ると、有効回答数（約７００～８０

０世帯）のうち約５割がインター

ネットを利用しており、インター

ネットを利用している方のほぼ全

てが公社ホームページを閲覧して

いることが把握できたため、公社

ホームページの「市営住宅をお探

しの方」に情報を追加する等の見

直しも合わせて行いました。 

 その他、管理代行業務を実施し

ていく中で、特定入居事務等の仕

様書に詳細な記載がない業務や業

務量の増加等に対しても、柔軟に

対応しました。 

 なお、今年度は、市より申込受付

から入居までの期間短縮に向けた

検討方針が示されたことから、次

のとおり申込書の記載内容に不備

があった場合の対応方法を説明

し、その他の期間で短縮を検討す

るためのスケジュール案を作成
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

た長期空家戸数の縮減

目標（平成 29 年度時点

の実績 167 戸・令和２

年度目標 107 戸）達成

に向けて取り組みま

す。 

し、市へ提示しました。 

・他都市の事例 

 不備通知を発送して返信がない

場合等は失格とすることにより抽

選までの期間を短縮している。 

・当公社の場合 

 公社から個別に電話連絡して不

備の解消に努める等、申込機会を

喪失することがないよう、きめ細

やかな対応を行っている。 

ア 常時募集（通年実

施） 

 公募割れが固定化し

ている住宅や特別空家

※の一部を常時募集用

の住戸として年間を通

じて随時に住戸を追加

し、これを専用ホーム

ページや写真・案内図・

間取図入りの詳細パン

フレットを活用して入

居者を募ります。 

【常時募集】 

 次のとおり公募割れが固定化

している住宅等について、年間を

通して 84 戸の募集を行いまし

た。 

１ 対応件数 

 ・電話対応件数 1,330 件 

 ・窓口対応件数 707 件 

２ 契約数（手続中 14 件を除

く。） 

 ・単身者 41 戸 

 ・世帯 23 戸 

３ 辞退件数 46 件（失格 6 件を

含む。) 

 ・単身者 34 戸 

 ・世帯 12 戸 

イ 定期募集（年４回） 

 比較的利便性が高い

地域や築年数の浅い等

の理由により入居希望

者が多い住宅について

は、年４回（６月・９月・

12 月・３月）入居の申

込みを受け付け、抽選

により入居者を決定し

ます。定期募集につい

ては、次のことに注視

して取り組みます。 

 (ｱ) 募集住戸を確保

するため、前入居者退

去後に修繕工事等を的

確に実施します。 

 (ｲ) 募集の都度、発行

する「入居者募集のし

おり」を短期間に編集・

作成するため、住宅の

交通・設備仕様、応募倍

率等の基本情報を適切

に更新します。 

 (ｳ) 申込者に入居者

募集情報を適切に案内

するため、公社ホーム

ページや「入居者募集

のしおり」を適宜、更新

します。 

 (ｴ) 申込受付後、抽選

会に必要な抽選番号通

【定期募集】 

 昨年度に引き続き、年４回（６・

９・12・３月）の募集を次のとお

り行いました（平成 30 年度以前

は年２回）。 

○６月募集（募集戸数 142 戸） 

 ・電話対応件数 485 件 

 ・窓口対応件数 648 件 

 ・申込件数 2,123 件 

○９月募集（募集戸数 113 戸） 

 ・電話対応件数 541 件 

 ・窓口対応件数 587 件 

 ・申込件数 2,159 件 

○12 月募集（募集住戸 220 戸） 

 ・電話対応件数 542 件 

 ・窓口対応件数 579 件 

 ・申込件数 2,258 件 

○３月募集（募集住戸 111 戸） 

 ・電話対応件数 554 件 

 ・窓口対応件数 590 件 

 ・申込件数 2,178 件 

 なお、各回の募集では、募集の

準備段階から当選後の入居手続

まで次のとおり業務を行いまし

た。 

１ 募集前 

(1) 募集住戸の選定 

  募集住戸を確保するため、前

入居者退去後、速やかに修繕工

事や風呂設置工事等を発注し、

工事完成予定を見越して募集
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

知書発送までの作業を

迅速に行うため、申込

書の仕分け、入力、チェ

ック等を工夫します。 

 (ｵ) 当選後の資格審

査において入居する予

定となった方には、入

居時の手続や入居後の

注意点等を分かりやす

く伝えるため、入居説

明会での配付資料、説

明用映像等を見直しま

す。 

住戸を選定しました。 

  また、その際には、住宅使用

料の応益係数の確認のため、市

へ募集住戸候補を連絡する等、

市と連携して対応しました。 

(2) 入居者募集のしおりの作製 

  入居者募集のしおりに掲載

する募集住戸一覧には、各住宅

までの交通機関、エレベーター

の有無、直近の応募倍率等の編

集、校正及び確定まで約３週間

以内に行う必要があるため、こ

れを効率的に行うため独自の

データベースを構築して対応

しました。 

  また、新たな市の制度等につ

いても、内容を調整して入居者

募集のしおりに反映させまし

た。 

(3) 募集期間の周知 

  １回の募集につき募集期間

は、原則として金曜日から翌週

の金曜日の８日間（土日を含

む。）と設定しているため、申

込機会を確保するためには募

集日程を事前に周知すること

が重要となります。このため、

市が発行する市政だよりのほ

か、当公社では次の取組を行い

ました。 

 ア 募集月の１日 

   募集日程や募集戸数を記

載したポスターを、公社事務

所、区役所、支所及び出張所

に掲示しました。 

 イ 募集を開始する週の月曜

日 

   募集日程、募集区分及び募

集住宅を記載したリーフレ

ットを、公社、区役所等で配

布しました。 

 ウ 公社ホームページ 

   上記の内容を、公社ホーム

ページ内の市営住宅専用ペ

ージに掲載しました。 

２ 募集期間中 

  川崎及び武蔵溝ノ口から徒

歩圏内の事務所において申込

書の案内及び受付を行いまし

た。 

  なお、今年は新型コロナウイ

ルス感染防止のため、不明点は

電話で問い合わせを受け付け、
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

できる限り郵送により申込書

の提出を依頼しました。ただ

し、高齢者等の方々には、申込

書の記載方法や住宅の概要を

教えて欲しい、記載内容をすべ

て確認して欲しい等の声も多

いことから、窓口の状況に応じ

て入場規制を行う等により相

談受付を行いました。 

３ 申込みから抽選会 

(1) 申込書の仕分け 

  窓口や郵送で受け付けた申

込書（切手を含む。）は、開封

時に紛失等が生じないよう複

数人でチェックして申込区分

ごとに仕分けました。 

(2) 申込書の入力等 

  すべての申込書を専用シス

テムに入力し、単身者が世帯向

住宅に申し込む等の不備が確

認できた際には、公社から電話

連絡して不備の補正を依頼す

る等、きめ細やかな対応を行っ

たうえ、抽選日までに抽選番号

通知を発送しました。 

(3) 抽選会の実施 

  抽選会は、公開の方法により

実施することになっています

が、新型コロナウイルス感染防

止のため無観客で抽選を行っ

たことから、抽選会の実施状況

を動画撮影して当日に公社ホ

ームページに掲載することで、

抽選の透明性を確保しました。 

(4) 抽選結果の発表 

  抽選会翌日に結果を発表す

るため、抽選会終了後、直ちに

区役所等に抽選結果を配送し

たほか、公社ホームページへの

掲載手続を行いました。 

４ 資格審査から入居まで 

(1) 資格審査 

  当選者には資格審査に必要

な書類、審査日時等を文書で案

内して面談方式で審査を行っ

たほか、適格者には市へ暴力団

照会を依頼する等、入居予定者

を厳格に審査しました。 

(2) 入居説明等 

  入居資格を有する方には、入

居説明会（民間でいう重要事項

説明）において、使用手続の方

法、入居してから退去までの注
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

意事項等を動画により詳細に

案内しました。 

  また、住宅を下見するため、

連絡人がいる住宅は鍵の貸出

を文書で依頼し、連絡人不在の

住宅は公社で鍵の貸出を行う

ほか、自治会長に対して入居予

定者の文書通知を行いました。 

(3) 使用手続 

  使用手続時には、入居説明会

で説明した事項のうち重要な

項目を改めて説明するととも

に、請書、敷金等の確認を行い、

使用許可書を発行しました。 

 車いす住戸希望者及

び入居後に高齢等を理

由とする低層階への住

替え希望者には、登録

制により公正・公平な

入居手続等を実施しま

す。 

 また、災害等による

り災者に対しては、直

ちに入居可能な部屋の

選定を行います。 

１ 車いす使用者向け住宅の対

応 

  今年度に車いす使用者向け

住宅の新規登録は 11 世帯（辞

退１件を除く。）ありました。

また、昨年度から登録している

47 世帯に対しては、次年度の

登録更新の意向調査を郵送に

より行った結果、年度末時点で

51 世帯が登録者となりまし

た。 

  この住宅への登録方法等に

ついては、市による運用方法の

変更と合わせ、公社では登録か

ら斡旋までの流れをホームペ

ージに掲載したほか、新規登録

希望者には必要書類を郵送で

案内し、毎年、登録者に対して

行う更新確認書類は記載項目

を簡素化して登録者の負担を

軽減するよう見直しました。 

  また、本住戸については、車

いす使用者が退去した場合に

は他の同居者は継続して居住

することができず、他の住戸に

移転する必要がありますが、こ

れに該当する 21 世帯に対して

住替え意向調査票を送付し、住

替え意向時期等の相談を受け

付けました。 

  なお、この住替え対象世帯の

うち２世帯（うち１世帯は昨年

度からの継続手続者）に住替え

手続を行う等により、車いす住

戸の適正管理に努めました。 

２ 自己都合住替えの対応 

  階段住宅の上階に居住して

おり、階段の昇降が身体的要因

により困難等による住替え希
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

望登録者には、定期募集住戸の

選定時に住替え登録のある住

戸を抽出し、市へ報告のうえ了

承を得た住戸に斡旋したとこ

ろ、７世帯の住替え手続が完了

しました。 

３ 建替え等に伴う住替え対応 

  住宅の老朽化による建替え

に伴う他住宅への住替え業務

については、次の住宅の入居者

103 世帯に対して、空家状況を

把握及び市へ住替え先の候補

住戸を報告のうえ、住替え対象

者への意向調査票の送付、回

収、集計及び相談受付を行い、

今年度末までに移転を希望し

た 24 世帯への対応を行いまし

た。 

 →真福寺住宅１～４号棟 

  令和３年 10 月まで要移転 

 →生田住宅１・２号棟 

  令和４年１月まで要移転 

  また、今年度、明石穂住宅及

び上作延住宅で実施中の長寿

命化工事（住みながら改善）の

間取り変更により住替えが必

要となった２世帯に対して公

社で住替え先住戸を確保のう

え市へ報告したほか、住替えが

必要となった車いす世帯には、

円滑に住み替えることができ

るよう対応しました。 

４ 災害等り災者等に対する対

応 

  災害り災者やコロナにより

住宅を失った市内居住者に対

する一時使用可能住宅の提供

依頼に対して、空家住戸リスト

を作成し、市へ情報提供等を行

いました。 

  また、昨年度の台風被害者に

よるり災者に対しては、昨年度

から引き続き２戸を一時提供

する等、市と一体となりり災者

への対応を行いました。 

５ その他 

  火災等による一時使用可能

住戸を公社と市の双方で速や

かに把握できるよう、今年度は

新たに共有ネットワーク上に

「り災者用一時使用住宅管理

表」を作成し、これに提供候補

住戸から退去後の修繕実施状
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

況までを入力することで、効率

的な住戸選定かつ長期空家の

防止を図りました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

３ 

入
居
者
か
ら
の
申
請
・
届
出
等
処
理 

(1) 

申
請
・
届
出 

 各種の申請を案内

し、申請書類受理後は

記載内容や添付書類を

受付担当者のほか課内

の職員が改めて確認す

ることにより、適切に

処理します。 

ア 収入申告 

収入申告書の提出が

困難な高齢者、生活保

護受給者等には戸別訪

問や福祉行政と連携す

る等により提出を促し

ます。 

 収入申告書の提出期限を過ぎ

ても申告がない又は申告されて

いても書類上に不備がある世帯

に対して、次のとおり文書通知、

電話連絡及び戸別訪問により提

出を促しました。 

・不備通知 4,398 件 

・未申告通知 1,295 件 

・未申告・不備者訪問件数 158 件 

 また、特に提出が困難な高齢

者、障害者、生活保護受給者等に

は電話や戸別訪問のほか、福祉行

政と連携する等により提出を促

しました。 

 なお、これらの世帯と接触した

際、その世帯が抱える問題や症状

悪化等を確認した場合は、必要に

応じて福祉連携をする等、入居者

の状況把握等に努めました。 

 その他、高齢者や障害者等の増

加に伴い、収入申告書を提出しや

すく、かつ、公社が行う収入申告

業務の効率化を図るため、他都市

や近隣都県の収入申告書一式を

取り寄せ、比較分析をしたうえ、

川崎市の収入申告業務等の見直

し案を提出しました。 

 本来、窓口での提出をお願いし

ている申請・届出について、今年は

新型コロナウイルス感染症対策と

して可能な限り電話案内のうえ郵

送での受付を行いました。その際、

必要書類等を詳細かつ丁寧に案内

し、各種の申請処理を行いました。 

 また、高齢者や障害を有するた

め申請が困難と認められる方には

親族等や福祉部局との連携して対

応（保護課 351 件、高齢障害課等

147 件）したほか、一切連絡がつか

ない場合は戸別訪問して対応し、

その状況を市へ報告する等、きめ

細やかな対応を行いました。 

 その他、単身死亡のうち親族が

不明な場合は、速やかに市へ戸籍

情報を依頼して相続人に対して廃

止届の提出等を依頼するほか、相

続人不存在等の場合には廃止認定

報告を行い住宅使用料が発生しな

いよう対応しました。 

５ ３ ３ 

 収入申告について、感染症対策

として、書類配布及び提出の郵送

への切替え、並びに事務所内の申

請者の間隔確保や人数制限を素

早く計画、実行し多数の来所者の

安全に配慮しつつ適切に対応し

た。電話連絡・自宅訪問により未

提出者や未届者に提出を促し、要

支援者につき福祉と連携・協力し

て対応するなど、確実に申請がな

されるよう働きかけを行った。 

新型コロナウイルス感染症対

策が要される中であったが、各種

申請について、電話連絡等にて適

切に案内するとともに、未提出者

や未届者に提出を促したり、生活

保護受給者等には各区の福祉部

門と連携・協力して対応するな

ど、確実に申請がなされるような

働きかけをしていた。 

未手続者についても電話連絡

等にて適切に案内し、手続きに向

けた働きかけを行い、その際に転

居や生活支援が必要と判断され

る方については、だいＪＯＢセン

ターへの相談を促すなど、状況に

応じた丁寧な対応をしていた。 

 また、高齢者の単身死亡の場合

等においては、市と連携して親族

関係者等を確認し、手続きが実施

されるように努めていた。 

イ 承継申請 

 承継者の状況等を踏

まえ、特段の配慮が必

要と判断した場合には

川崎市と情報共有のう

え対応します。また、承

継無資格者には退去ま

での経過の管理と退去

指導を続け、退去困難

者にはその理由・課題

等を確認し、必要に応

じて川崎市と連携して

対応します。 

 承継申請を受けた時点で承継

者の生活状況等を詳細に聞き取

り、公社において対応策を検討の

うえ市へ報告・確認しながら手続

を行いました。 

 また、退去困難者には、その理

由や抱える課題等をヒアリング

し、市と調整のうえ必要に応じて

福祉行政、各種支援団体等と連携

して対応したことで、医療機関に

よる障害認定を受け、承継に至っ

た事例もありました。 

ウ 不在届 

 高齢入居者や外国人

入居者が増加している

ため、不在届受付時に

はその事情（施設入所、

帰国等）にも配慮しな

がら連絡先を確認しま

す。近隣住民、自治会、

電気・ガス事業者等か

らの問合せがあった場

合には、的確に対応し

ます。 

 収入申告時に不在が確認でき

るケースが多く、これが判明した

場合は保証人や親族に連絡を取

るほか、親族が不明な場合は保護

課や高齢障害課に情報提供を依

頼するほか緊急連絡先等の確認

を行いました。 

 また、単身高齢者は施設入所等

の場合もあるため、状況を確認し

た上で住宅の使用廃止指導を行

いました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

エ 廃止届 

 届出受付時には、退

去立会内容、退去修繕

費用、鍵の受渡し等を

適切に案内するほか、

滞納の有無等の関連情

報を把握し、敷金返還

額の確定までの一連の

事務を公社内で処理し

たうえ、川崎市へ引き

継ぎます。 

 住宅の廃止届の受付時には、住

宅内の家財の片付状況等を確認

のうえ、空家検査立会日の日程調

整等を行いました。 

 また、退去の際には一定の修繕

費や家財の撤去・処分費が必要と

なるため、希望する方には市の立

替払いによる分割返済方法や、処

分業者や粗大ごみの収集制度等

を丁寧に案内して円滑に退去す

ることができるよう対応しまし

た。 

 なお、敷金については、敷金か

ら退去日までの使用料（日割り分

を含む。）を徴収するほか、今年

度よりその残金を退去修繕費に

充当する等の新たな取組にも各

部署が連携して対応しました。 (2) 

未
手
続
対
応 

不正同居、無断退去、

未承継、単身死亡及び

不正入居（承継無資格）

への対応については川

崎市と連携し、条例、施

行規則等に従い手続を

適正に実施します。 

 なお、未手続者に対

しては、川崎市と情報

共有のうえ面談や戸別

訪問を実施し、生活状

況や手続ができない理

由、今後の意向等を聞

き取り、転居や生活支

援の相談があった場合

は、公的賃貸住宅等の

案内、福祉部局やだい

ＪＯＢセンターへの誘

導等を行いながら対応

します。 

 未手続者（必要な申告や届出が

提出していない方）に対しては、

電話、文書等により提出を詳細に

案内するほか、必要に応じて転居

等に向けた面談を実施し、生活相

談窓口の案内を行いました。 

 また、増加傾向にある高齢者の

単身死亡の場合等には、親族の連

絡先がない場合や一部の親族に

連絡がついても高齢等により対

応できないため、川崎市と連携し

て必要な戸籍情報を取得し、新た

に親族を確認したうえ、親族関係

者に対して電話や手紙等で丁寧

に連絡をとり、廃止手続のほか修

繕費、残材撤去等の費用負担の依

頼を行いました。 

 なお、親族の協力が全く得られ

ない等により対応が困難な場合

には、市と協議のうえ相続放棄申

述受理通知書を提出させる等、条

例、施行規則等に従い適正に対応

しました。 (3) 

各
種
申
請
書
類
の
処
理
・
保
管 

受領した書類は、速

やかにシステム登録、

写しの提出等を行い、

退社時には鍵付きキャ

ビネット等に保管する

ことで、紛失・盗難を防

ぎます。 

 また、更なる個人情

報資産を適正に管理す

るため、令和２年３月

に取得したプライバシ

ーマークに基づき、個

 書類等の管理を徹底するため、

取得したプライバシーマーク運

用制度に基づき、退社時には個人

情報を含む書類は鍵付きキャビ

ネットに保管し、最終退室者が施

錠を確認する等の取組を徹底す

るとともに、これらの定期的な運

用チェックを実施しました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

人情報保護マネジメン

トシステムを運用して

いきます。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

４ 

陳
情
（
迷
惑
行
為
）
対
応 

(1) 

初
期
受
付 

入居者や近隣住民か

らの陳情・苦情等に基

づく対応件数は、平成

30年度以降約 1,100件

を超えており、多くの

事例で対応・解決まで

に期間を要していま

す。 

 当公社では、このよ

うな陳情等に対して次

のとおり対応します。 

(1) 初期受付 

 入居者（陳情者）の電

話や来訪による相談

は、慎重に状況を聞き

取り、問題の把握に努

めます。 

 騒音、ペット、ゴミ等の迷惑行

為については、早期に解消するこ

とが難しく、継続して長期的に改

善指導等を行う必要があります。 

 今年度も、昨年度からの継続案

件を含め入居者や近隣住民から

の電話等による陳情・苦情等が、

があり、次のとおり対応しまし

た。 

・騒音 288 件 

・共用部不正使用 169 件 

・動物飼育 121 件 

・ゴミ悪臭 99 件 

・安否居住確認等 17 件 

・共益費未払等 39 件 

・その他 297 件 

 なお、陳情・苦情等の相談受付

時等には、相手方入居者の要配慮

個人情報等を台帳から確認・把握

のうえ対応することが多いため、

これらを十分に配慮して初期受

付を行いました。 

 

 公社が持つ管理経験のノウハウ

（警察ＯＢ等による的確なヒアリ

ング・調査、各種申請業務、公的賃

貸住宅等の入居斡旋等）を活用す

ることにより、迷惑行為者や近隣

入居者等の状況に応じたきめ細や

かな対応・指導を行い、解決に繋が

るよう努めました。 

 また、迷惑行為者を類型化して

一覧にまとめ、次のとおり優先度

の高いものから早期対応及び種類

別の効率的な指導を行いました。 

・ゴミ部屋 

 ゴミ部屋の迷惑行為は、福祉等

との連携を強化して対応したこと

により、今まで対応に苦慮してき

た案件を解決することができまし

た。 

・騒音 

 騒音行為を行う迷惑行為者に対

して、近隣入居者から聞き取り調

査や公社職員による実地調査を行

いました。 

 このうち自治会から対応依頼が

あった１案件に対しては、騒音記

録を作成したうえで川崎市営住宅

等迷惑行為措置要綱に基づき是正

指導を行いました。 

 なお、本件については、迷惑行為

者が是正指導に従わなかったた

め、市に報告し、市による是正勧告

へと繋げました。 

５ ３ ３ 

 陳情・苦情等を受けた際には、

申立人、対象者、関係者等に詳細

な聴き取りをした上で、現地の状

況を把握し、丁寧な対応をしてい

る。 

 入居者の高齢化・単身化が進

み、対応件数も増加している中

で、福祉部門（保護課、高齢・障

害課、地域包括支援センター、ケ

アマネージャー等）との連携によ

り、粘り強く指導を継続すること

で、ゴミ部屋の解消等、問題解決

に至った事例も増加している。 

 今年度より、迷惑行為者に対す

る是正指導が強化された中で、問

題解決に向けて昼夜休日を問わ

ず実地調査を行い、是正勧告につ

なげる等、手続を理解し、適正に

対応している。 

(2) 

現
地
対
応
・
状
況
確
認 

 迅速に現地を巡回

し、近隣入居者・原因者

と思われる入居者や自

治会長等からヒアリン

グにより状況を把握し

ます。 

 原因者と思われる入

居者に対しては直接訪

問して指導するほか、

親族、緊急連絡人及び

連帯保証人に協力を依

頼するほか、自治会等

と連携して問題の解決

に努めます。 

 

 今年度は、新たに迷惑行為の種

類（騒音、ゴミ、ペット、恫喝等）、

緊急度、指導状況、対応優先度等

を一覧まとめ、市と公社で情報共

有する仕組みを構築しました。 

 これにより、早期に対応すべき

案件を絞り、これらを優先的に対

応することで問題の解決に努め

ました。 
(3) 

報
告
・
相
談 

 重大な案件について

は、川崎市へ定例会議

等で状況を詳細に報告

し、今後の対応を協議・

調整するほか、状況に

応じて各区役所の保護

課や高齢障害課等に照

会し、情報収集、共有及

び連携を図ります。 

 騒音の迷惑行為者には、新たに

制定された川崎市営住宅等迷惑

行為措置要綱に基づき是正指導

書を１件交付しました。 

 また、ゴミ部屋の迷惑行為に

は、精神障害・高齢等によるもの

が多いため、市や地域包括支援セ

ンターと連携し、かつ、親族や関

係者と協議しながら、ゴミの撤去

や住宅からの退去等に繋げまし

た（６件）。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

５ 

高
齢
者
対
応 

 
(1) 

安
否
確
認
対
応 

市営住宅入居者のうち

65 歳以上の高齢者世

帯は全世帯の過半数を

占めており、また、この

うち単身者が約６割を

超え、この数値は年々

増加傾向にあります。 

 このため、単身高齢

者に対しては次の取組

を実施します。 

(1) 安否確認対応 

 自治会役員等や近隣

入居者、勤務先、親類、

知人、友人等の通報者

から安否確認の相談を

受けた場合は、当該通

報者から現状等を詳細

に聞き取ったうえ公社

から緊急連絡人、連帯

保証人、高齢障害課等

へ連絡し、使用者の生

活状況（入院、ショート

ステイ、施設入所等）の

把握に努めます。情報

収集の結果、現地での

安否確認が必要と判断

した場合は、専門業者

に破鍵の依頼をすると

ともに警察へ入室時の

立会い依頼をする等、

安否確認対応を迅速に

行います。 

 また、入居者の室内

死亡が確認されたとき

は、住宅の使用廃止手

続（退去）等を円滑に進

めるため、親族等との

連絡を密に行います。 

 昨年度に引続き、親族や自治会

からの安否（居住）確認の要請を

受けた際には、直ちに関係各所に

情報を聴取し、11 件の現地対応

を行い、うち１件は救急搬送に繋

げました。 

 また、単身死亡発生時には親族

へ連絡や市福祉部門との連携等

により住宅の使用廃止及び退去

手続を迅速に行いました。 

 入居者の高齢化に伴い単身死亡

者数は年々増加しています。 

 単身死亡の場合、ポストが溜ま

る、最近見かけない等の普段とは

異なる状況を早期に発見し、腐敗

等による当該住戸や近隣住戸への

影響を少しでも防止するため、自

主的な取組として単身高齢者の緩

やかな見守り巡回を行いました。 

 また、この取組の際に自治会や

住近隣入居者に声掛け等を継続し

て行ってきたことで、最近、ポスト

に郵便物が溜まっていて入居者を

見かけない等の場合に公社に安否

確認の連絡をするという意識や、

入居者間で安否を気遣い声掛けを

行うという対応が根付いてきてい

ます。 

 また、実際に公社が安否確認の

ため現地対応をした際には、救急

搬送に繋げ一命を取り留めること

ができた事例があったことや、市

福祉部門と連絡を取ることで公社

や近隣住民が知り得なかった入

院・施設入所等の事実を確認でき

た事例もありました。 

 これらの成果を踏まえ、今後も

定期的に住宅を巡回し、自治会や

入居者への声掛けを行うことで、

公社と入居者間のパイプを築き、

入居者が「共助」の意識をもって見

守ることができるよう取り組みま

す。 

５ ３ ３ 

単身高齢者の室内死亡が増加

している中、親族や自治会の要請

により、現状を関係者から確認し

た上で、入室確認が必要な場合は

速やかな安否確認作業を行い、救

急搬送や、死亡が確認された際に

は退去に向けた手続きをすると

いった対応を継続して行ってき

ている。 

 引き続き、入居者及び自治会に

対して声掛けを行い、積極的な周

知を図るとともに、互いに助け合

い、室内死亡を回避し、救急搬送

に繋げられるようになることを

期待したい。 

緩やかな見守り活動について

は、公社の自主事業として行って

いる。外観目視等を行った件数は

多いものの、見守りを行った結

果、どの程度福祉へ連携できたの

か、どの程度建物の保全に繋がっ

たか、現状では把握できていない

ため、今後、見守りを行った効果

ついて分析を期待する。 

 また、市の緊急通報システムの

周知を行うなど、居住者の安心・

安全な生活に向けた取り組みを

している。 

(2) 

緩
や
か
な
見
守
り
活
動
（
福
祉
行
政
と
の
連
携
）

 集合ポストやベラン

ダの洗濯物等の外観を

定期的（月１回程度）に

目視確認する等の緩や

かな見守りを行いま

す。 

 なお、異変発見時に

は、高齢障害課等に連

絡をとり、状況の把握

に努めるほか情報共有

を図ります。 

 今後も高齢化に伴い

要見守り世帯が増加す

ることが明らかである

 65 歳以上の単身者（約 5,700

世帯）を対象に、月に１回程度の

割合で集合郵便受けやベランダ

の洗濯物等の外観目視を実施し

ました。 

 集合郵便受けに郵便物が溜ま

っている等の場合には、不在届等

の確認及び自治会・近隣入居者を

戸別訪問して情報を聴取するほ

か、市の福祉部局や地域包括支援

センターへ連絡して情報把握及

び状況共有（後に公社が親族等と

連絡がつき情報を得ることがで

きた場合、この提供を含む。）に
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

ため、川崎市福祉部局

との連携を強化（地域

包括支援センター等と

の情報共有化）するほ

か、川崎市の緊急通報

システム事業（自宅設

置型）の案内を継続し

て行っていきます。 

努め、安否確認実施時には人命救

助を最優先とするため、レスキュ

ー隊を要請することで早期対応

を行いました。 

 なお、遺体の発見が遅れた場合

には、周囲の入居者には異臭被害

等が発生するほか、該当住戸には

臭気や腐乱箇所の改修に過大な

修繕費が必要となることから、定

期的に巡回することにより早期

の発見に努めました。その他、川

崎市の緊急通報システム事業（自

宅設置型）のリーフレットを窓口

に設置し、戸別訪問時に希望者に

配布する等の取組を行いました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

６ 

駐
車
場
管
理
業
務 

(1) 

公
社
に
よ
る
現
地
管
理
駐
車
場
の
対
応 

市営住宅等の駐車場

（令和２年度当初予定

で 66住宅・3,720区画）

は、契約手続は全て公

社が管理権限者として

対応していますが、現

地管理については公社

が 15 住宅、その他は各

住宅の自治会が川崎市

から委託を受けて管理

しています（平成 24 年

度以前は各住宅の自治

会が現地管理を実施し

ていたが、入居者の高

齢化等に伴い自治会に

よる駐車場の管理が困

難となるケースが増え

てきたため、平成 25 年

度以降は公社による現

地管理駐車場が段階的

に増加している。）。 

 これらを踏まえ、次

のとおり駐車場管理業

務を実施します。 

(1) 公社による現地管

理駐車場の対応 

 公社職員が定期的に

現地を巡回し、不正駐

車防止のため空き区画

にブロック等の設置、

不正駐車車両に注意喚

起文の貼付け、悪質な

場合は陸運局に所有者

調査のうえ撤去指導等

を行うことにより、駐

車場の適正かつ円滑な

運営に努めます。 

 約 3,800 区画の駐車場に対し

て、次のとおり使用許可等の手続

を行いました。 

・使用許可（更新）2,043 件 

・使用許可（新規） 261 件 

・変更許可     176 件 

・廃止       247 件 

・減免申請      26 件 

 このうち、公社管理の駐車場

15 住宅約 2,800 区画について、

週１回の割合で巡回管理し、不正

駐車防止のため次のとおり対応

しました。 

・ブロック等設置 28 箇所 

・問題確認対応 211 件 

 その他、一部の違法駐車が多い

住宅では、終日、現地において状

況確認を行い、その場で注意喚起

をする等の対応を行いました。 

 公社管理の駐車場については、

定期的に現地を巡回し、不正駐車

車両を発見時には注意喚起を行い

ました。 

 自治会管理の駐車場について自

治会等から相談があった場合は、

現地を確認して対応について協力

する等、駐車場の円滑な運営に努

めました。 

 また、駐車場の使用許可は、年度

ごとに使用許可手続が必要とな

り、その際には使用料の未納が無

いことが条件となっているため、

駐車場使用料の未納者には６月と

11 月に電話・文書催告を行い、年

度末の更新手続が円滑にできるよ

う対応しました。 

 その他、駐車場使用希望者等か

ら問合せが多かった内容を基に新

たに駐車場利用（希望）者向けのリ

ーフレットを作成して公社ホーム

ページに掲載したほか、自治会に

対する駐車場案内用のしおりを見

直して配布する等、今までの対応

を踏まえて案内方法の改善を行い

ました。 

５ ３ ３ 

駐車場管理業務については、利

用者からの不満もなく、適切に管

理できている。 

 駐車場利用（希望）者向けのリ

ーフレットのホームページ掲載

や、しおりの配布については、利

用者が来社や電話によらず確認

することが可能となったことか

ら、案内方法の改善が認められ

る。 

また、自治会管理からの移管に

ついては、今後、市と適切に連携

を図ることを期待したい。 

(2) 

今
後
の
駐
車
場
管
理
の
取
組 

 川崎市や自治会の要

請による公社現地管理

駐車場の増加要請にも

的確に対応します。 

 また、空き区画や自

治会の要請等を基に、

川崎市に対し行政財産

を有効に活用するため

空き区画の情報提供等

を行い、駐車場管理業

務の推進に寄与してい

きます。 

 自治会が管理する駐車場につ

いては、年々、高齢化等に伴い管

理を辞退する自治会が増加傾向

にあり、また、新築等で新たに駐

車場が設置される場合には、公社

において管理を適確に引き継ぐ

ことができるよう対応しました。 

 また、入居者の関係者（親族や

福祉事業者）から空き区画の活用

について要望が多くあるため、こ

れらの方への貸出について市へ

提案を行いました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

７ 

収
納
・
滞
納
整
理
業
務 

(1) 

収
納
業
務 

 入居者からの住宅及

び駐車場使用料の収納

業務を適正に行うた

め、市営住宅管理課及

び溝ノ口事務所におい

て金銭取扱員を定め、

次のとおり業務を実施

します。 

ア 窓口対応 

 窓口担当者が使用料

を受領する際には、住

宅名、部屋番号、氏名、

金額、対象支払月等を

支払者と相互確認し、

齟齬のないよう対応す

るほか、受領額、つり銭

及び領収書を別の係内

職員が重複確認するこ

とで、適正に取り扱い

ます。 

 窓口にて使用料を受領する際

は、住宅名、部屋番号、氏名（来

社した方の確認含む。）、対象支払

月及び支払金額を支払者と確認

のうえシステム登録して領収書

を発行したほか、つり銭を含む金

額は窓口対応した職員とは別の

職員により再確認することで、過

誤納等が発生しないよう対応し

ました。 

 また、同時に市や公社で入金情

報を確認できるよう、対応履歴に

も情報を詳細に登録しました。 

 窓口で収納する際は、使用者と

の対話を重視し、入居者の世帯構

成、年齢、支払方法、連絡先、その

他必要書類の確認、次月の支払時

期・方法を丁寧に聞き取ることで

未納使用料の早期回収と滞納予防

を図り、また、生活状況の把握や疑

問点の解消等、入居者サービスの

向上に努めました。 

 滞納整理業務においては、納付

指導のほか、滞納している入居者

の世帯状況、収支状況、就業状況、

生活状況等の把握に努め、滞納に

陥った理由等から入居者に応じた

納付方法方法等を考慮し、適切か

つ丁寧にアドバイスを行う等、き

め細やかな対応を心掛け、滞納の

早期解消と常習化の防止に努めま

した。 

 また、高齢者、障害者等、生活基

盤が弱い世帯に関しては、１か月

滞納の時点でその世帯の入居・管

理情報や収入申告等の必要書類提

出状況、対応履歴等を分析したう

えで、電話・訪問による入居者との

接触を図り、対話を重視して丁寧

な対応に努めました。 

 なお、入居者との接触が困難と

判断した場合は、連帯保証人・緊急

連絡人や親族への連絡等、滞納者

の状況や抱えている問題等を把握

して滞納の早期解消の可能性を整

理し、必要に応じて入居者を交え

て市関係機関と支払体制（あんし

んセンター、成年後見人等）や生活

基盤（生活保護受給、介護サービス

利用、だい JOBセンターの斡旋等）

の確保に繋げる等、滞納初期段階

で迅速に対応することにより長期

滞納の予防に努めました。 

１０ ３ ６ 

 窓口における使用料等の受領

の際は、相手方や金額等を複数の

職員で確認するなど、丁寧かつ的

確に手続を行っていた。 

 滞納整理事務については、滞納

の初期段階で滞納者の実態把握

に努め、個別の事情に応じたきめ

細やかな対応を行い、滞納の早期

解消と常習化の防止に取り組ん

でいた。 

 生活保護受給世帯の代理納付

を引き続き推進し、障害者や高齢

者等の生活基盤が弱い世帯に対

しては、各区の福祉部門と連携

し、使用料の納付体制や生活基盤

が確保できるよう積極的かつ迅

速に対応し、新規滞納の発生や滞

納の長期化の抑制に努めた。 

 また、初期滞納者のみでなく、

長期滞納者の納付状況の確認や

催告、退去滞納者に対する電話催

告の実施等、収納率の向上と収入

未済額の縮減に取り組んだ。これ

らの取組みの結果、現年度の収納

率は 99.46％（前年度比 0.03％

増）、収入未済額は 393,867 千円

（前年度比▲75,611 千円）とな

り、過去最高水準に改善した。 

イ 入金作業 

 窓口で受領した使用

料は、毎日、報告書を作

成し、これを複数の職

員が確認のうえ指定金

融口座に入金します。 

 窓口で受領した使用料は、毎

日、入金報告書を作成し、金銭を

複数の職員で確認したうえ、市が

指定する金融機関の口座へ入金

しました。 

１ 市営住宅管理課 

 ・収納件数 1,792 件 

 ・収納額 64,183 千円 

 （１日の最大収納額 2,674 千

円） 

２ 溝ノ口事務所 

 ・収納件数 2,366 件 

 ・収納額 78,082 千円 

 （１日の最大収納額 2,309 千

円） 

 市営住宅使用料は、

市営住宅等を適切に管

理するための財源であ

り、かつ、川崎市におい

て集中的に滞納債権対

策に取り組んでいるこ

とから、「経営改善及び

連携・活用に関する方

針（川崎市）」に定めら

れた目標（平成 29 年度

時点の実績98.85％・令

和２年度目標99.34％）

達成に向け、次の取組

を実施します。 

ア 滞納発生の予防対

策 

 (ｱ) 毎月の使用料の

支払を口座振替にする

 計画に定めた取組を次のとお

り行った結果、収入率 99.46％

（目標 99.34％）を達成すること

ができました。 

１ 口座振替登録の推奨 

  新たに入居する方には入居

前の説明会時や手続時に、ま

た、既存入居者のうち公社窓口

で納付する方には口座振替登

録を案内し、納付書発行事務の

削減に努めました。 

  また、口座振替不能者には、

口座振替結果確認後、速やかに

支払案内及び次月以降の口座

振替利用依頼等を電話・訪問等

により案内しました。 

２ 収入申告書の未提出・不備者

及び減免申請の更新未手続者
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年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

ことにより、使用者は

支払の手間が省け、か

つ、支払忘れを防ぐこ

とができます。このた

め、入居時（入居説明会

実施時）等に使用料の

口座振替登録を引き続

き推奨します。 

 (ｲ) 収入申告書を提

出しない場合は、補助

のない高額な使用料と

なることで滞納に繋が

る可能性が高くなりま

す。また、減免申請書を

提出しない場合は、こ

のために滞納となる可

能性があります。これ

らを未然に防止するた

め、電話・文書により提

出依頼を行うほか、高

齢者等の提出困難者に

は戸別訪問により各種

書類の提出を促しま

す。 

(ｳ) 生活保護受給者に

は代理納付制度を斡旋

することにより、使用

料を確実に収納しま

す。 

への対応 

  これらを申請しないことに

より使用料が高額となり滞納

になる可能性がある方に対し、

電話・文書により提出を依頼し

たほか、戸別訪問により書類の

提出を促しました。 

  また、各区の保護課及び高

齢・障害課への訪問、地域包括

支援センター長会議等に出席

して収入申告等の提出案内及

び提出困難世帯への協力依頼

を行い、必要に応じて関係機関

と連携しながら戸別訪問して

面談を行う等、滞納の防止に努

めました。 

３ 生活保護受給者に対する代

理納付制度の斡旋 

  生活保護受給者が新たに入

居する際には代理納付制度の

活用を案内したほか、既存入居

者には滞納が確認できた時点

で使用料の支払指導と併せ代

理納付への切り替え依頼を行

いました。 

  また、各区保護課に訪問し、

代理納付への切り替をさらに

進めるよう依頼する等、連携強

化を図りました。 

イ 納付指導 

 滞納初期段階での納

付指導を適切に実施す

るため、滞納者に対し

て川崎市営住宅等使用

料滞納整理事務取扱要

綱、滞納督促基準等に

基づき文書、電話、戸別

訪問、面談等により納

付指導を行います。ま

た、滞納者の生活実態

や収入に応じて分割支

払の相談に応じる等、

入居者に寄り添ったき

め細やかな対応を実施

します。 

また、滞納者の緊急連

絡人に対しては公社宛

の連絡を依頼するほ

か、連帯保証人には電

話や文書による納付指

導依頼、支払請求等を

行い、滞納の早期の解

消に努めます。 

 滞納者に対する納付指導は、次

のとおり滞納月数に応じた取り

組みを行いました。 

１ 初期滞納者 

  毎月の口座振替日に使用料

の引き落としができなかった

ことが確認でき次第、速やかに

電話による支払指導及び口座

振替日に使用料相当額の入金

をするよう促し、連絡が取れな

い場合は戸別訪問等を行い、滞

納の早期解消及び長期滞納の

防止に取り組みました。 

２ ２か月以上滞納者 

  平日昼間・夜間・休日の電話・

訪問催告や連帯保証人・緊急連

絡人への納付指導依頼等を行

い、長期滞納の防止に努めまし

た。 

  なお、滞納指導に当たって

は、滞納者の生活状況、収入・

支出等を確認したうえ滞納解

消に向けた取組を構築する等、

入居者に寄り添ったきめ細や



27 

４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 
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 なお、これらの納付

指導は、平日の営業時

間や強化月（４・５・７・

12 月）以外にも平日夜

間・土日祝日に臨機に

実施することで、効果

を検証しつつ効率的な

納付指導に努めます。 

かな対応を行いました。 

  また、納付指導強化月以外に

も、電話・戸別訪問で接触でき

ない滞納者に対しては、在宅状

況等を分析したうえで夜間・休

日の対応を図り、滞納の早期解

消に努めました。 

  上記の対応件数は、次のとお

りです。 

１ 催告 

 (1) 電話 11,697 件（うち夜間

休日 293 件） 

 (2) 戸別訪問 1,978 件（うち夜

間休日 73 件） 

 (3) 文書 854 件 

２ 分割納付誓約書締結 

  47 件 

３ 収入申告書未提出者に対す

る提出催告 

  320 件 

４ 福祉部局との連携 

  944 件 

ウ 関係機関との連携 

 滞納の原因は、金銭

的な理由のほか長期入

院等で生活状況に支障

が生じている事例等が

多く見受けられます。

特に単身高齢者に対し

ては、あんしんセンタ

ーや成年後見人制度を

案内する等、関係機関

との連携を密に図り対

応します。 

 高齢入居者の増加、認知症等に

より、金銭管理の不能、収入申告

書等の未提出等、自立した生活が

できなくなってきた入居者が増

加してきています。 

 これらの入居者に対して、親

族、高齢・障害課、地域包括支援

センター等、関係機関等と連携

し、使用者の状況に応じて成年後

見人制度、あんしんセンター、介

護認定・サービスの利用等による

自立した生活及び入居継続に向

けた生活基盤の確保に取り組ん

だほか、親族等の協力により金銭

管理等がなされるよう連携を図

りました。 

 なお、入居継続が困難と判断さ

れた場合は、施設等への転居や住

宅使用廃止手続等を市の関係機

関と連携して対応しました。 

エ 情報の共有化・連

携による対応 

 担当職員全員が滞納

者に対して従前の経過

を含めた納付指導が可

能となるよう情報の共

有を図るほか、四半期

ごとの川崎市・公社間

での方針確認協議等を

行い、各職員が統一認

識のもと市と連携して

 担当職員による情報の共有の

ため、朝のミーティング及び月１

回の係内打合せを行いました。 

 また、市の担当部署とは滞納指

導方針の確認等を適宜行い、高額

滞納者や高齢者・障害者への支払

指導・接触を図ることで、市と連

携して早期の滞納解消及び収入

率の向上に努めました。 
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対応することにより収

入率の向上に努めま

す。 
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８ 

管
理
サ
ー
ビ
ス
向
上
に
向
け
て 

(1) 

満
足
度
向
上
の
た
め
の
調
査 

施設管理の継続性や

安定性を確保するため

職務を熟知した職員に

よって構成される組織

を構築し、管理代行制

度による入居者への安

定かつ継続したサービ

スを提供するほか、次

の取組により管理サー

ビスの向上に努めま

す。 

(1) 満足度向上のため

の調査 

 管理サービス向上の

ためには、入居者等の

声を活かすことが有効

な手段の一つであるた

め、前年度に引き続き

次の調査を実施しま

す。 

ア 窓口アンケート 

 窓口対応時にアンケ

ート調査を実施し、挨

拶や言葉づかい等の対

応、服装や身だしなみ、

説明の分かりやすさ、

待ち時間等のほか、ホ

ームページの利活用状

況やサービスリクエス

トを調査し、満足度の

向上に努めます。 

 管理サービス向上のため、昨年

度より引き続き窓口において任

意記載方式で窓口アンケートを

行いました。 

 しかし、今年度は新型コロナウ

イルス感染症対策のため、できる

限り電話や郵送で対応したこと、

また、やむを得ず窓口で対応する

場合も不要な書類に触れさせず

短時間で対応するよう努めたこ

とから、回収数は 10 部となりま

した（昨年は３か月間で 163件）。 

 なお、実施した窓口アンケート

は、５段階評価で次の項目を調査

しました。 

①職員のあいさつ、②職員の身だ

しなみ、③職員の「言葉づかい」

のていねいさ、④職員の話を聞く

態度、⑤職員の「説明」のわかり

やすさ、⑥ご用件が済むまでの待

ち時間、⑦プライバシーへの配慮 

 その他、定期募集の申込書にも

任意記載方式で調査を行いまし

た（２入居者募集(2)長期空家戸

数の縮減の「自己評価」欄のとお

り）。 

 これらの調査結果を基に、今後

の管理サービスの向上に役立て

ていきます。 

 今年度は、新型コロナウイルス

感染症対策のため、各種申請手続

については電話や郵送により対応

するよう取り組んだため、窓口ア

ンケートの回収はごくわずかとな

りました。 

 また、窓口アンケートのほか、定

期募集の際に実施したアンケート

を参考に、今後の窓口サービスの

向上に努めていきます。 

 その他、今年度は自治会におけ

る共益費の徴収状況の実態を把握

するため、市と協議のうえ調査票

を作成し、2,382 世帯に送付し、

1,345 世帯から回収のうえ集計作

業を行い、市へ報告することで今

後の共益費徴収方法の見直しに向

け積極的に関与しました。 

５ ４ ４ 

窓口アンケート回収数がわず

かだったことについては、新型コ

ロナウィルス感染症対策の面か

ら、致し方ない面はあるが、次年

度以降は、積極的に利用者の満足

度調査を実施し、利用者サービス

向上を図るよう期待したい。 

入居者の高齢化等に伴い、入居

者による共用部維持管理が困難

になりつつある中、共益費徴収に

ついて、市と課題を共有し、入居

者アンケートを実施した。各区１

～２団地を抽出し、個々の入居者

に対し共益費徴収希望、自治会活

動の困難さを聴取するもので、総

回答数は１，０００件以上に上る

もので、今後の共用部維持管理の

あり方を検討する上で、大変参考

となるものであり、高く評価でき

る。 

その他、公社独自に、自治会活

動・自治会運営についてアンケー

ト調査を実施しており、コミュニ

ティの活性化のために、尽力して

いる。 

その他、市営住宅条例改正に併

せ、市と協議して住まいのしおり

を改訂し、全戸配布し、入居者に

周知を図ったことは評価に値す

る。 イ 自治会意向調査 

 市営住宅等の入居者

には、各住宅内に自治

会組織を設けて、住民

自身による管理・運営

を行っていただいてい

ます。しかしながら、入

居者の高齢化等に伴

い、一部の住宅では自

治会の運営に支障が生

じつつあり、今後はこ

の傾向が増加していく

ことが予想されます。 

 このため、現地巡回

時に自治会と接触する

機会を増やし、各自治

会の要望等を聞き取り

のうえ、これらの意見

を基に川崎市と共同で

必要な支援策の検討を

行います。 

 騒音、動物飼育等の迷惑行為の

対応や見守り巡回等で住宅を訪

問した際には、対象者のみならず

自治会長等とともに住宅全体で

問題の解消等を図るよう努めま

した。 

 また、現在の自治会の要望や課

題を把握するとともに今後の自

治会活動・支援策を検討するた

め、10 月と 11 月に 5 つの自治会

に実施したヒアリングや他都市

アンケート等を基に、３月に全自

治会長 127 名に対して次のアン

ケート調査を行いました。 

・行政等の関与について（チラシ

等の配布・掲示等の依頼頻度及

びその負担の有無） 

・自治会活動について（単独・連

携・拡充希望の有無及びそれら

の課題等） 

・自治会運営について（課題や要

望等） 
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 アンケート調査の結果、109 名

から回答があり、主な意見として

は、入居者の高齢化等に伴い住宅

内の草刈りや清掃作業に参加で

きる世帯が不足している、役員の

担い手がみつからない等、全体的

に自治会活動や運営自体そのも

のを継続していくことが、厳しい

と感じている自治会が多数ある

ことを把握することができまし

た。 (2) 

住
ま
い
の
し
お
り
の
見
直
し 

 入居から退去に至る

まで必要な情報を記載

した「住まいのしおり」

を条例改正等に併せて

内容を見直し、全戸に

配布及びホームページ

に掲載することで、入

居世帯に対して必要な

情報の理解・周知を図

ります。 

 また、外国籍入居者

に対しても、多言語版

（英語・中国語（簡体・

繁体）・韓国語・スペイ

ン語・ポルトガル語・タ

ガログ語）の内容を見

直し、順次、ホームペー

ジに掲載します。 

 令和２年４月施行の条例改正

に併せて前年度末に「住まいのし

おり」の内容を見直しました。 

 このため、市の依頼に基づき予

備を含め全入居者分（18,000 部・

全 40 ページ）の印刷を発注し、

次の日程で自治会長や連絡人の

協力を得て全戸へ配布して周知

を図りました。 

・４月 自治会長及び連絡人に

対して配布の協力を文書で依

頼 

・５月 発送 

 また、住まいのしおりの多言語

版（７か国）を新たに作成して 10

月までにホームページに掲載し

たほか、以降に新たに入居する外

国籍の方に入居説明会等で配布

し、理解を促しました。 (3) 

視
聴
覚
障
害
者
対
応 

ア 聴覚障害者に対し

ては、24 時間対応が可

能な専用のファックス

を設置し、水漏れ等の

緊急修繕が必要な場合

の連絡手段を確保して

います。 

 聴覚障害者から修繕依頼のフ

ァックスは、年間２件ありまし

た。 

 内訳は、次のとおりです。 

・電気関係２件 

イ 視覚障害者に対し

ては、「住まいのしお

り」を読み上げた音声

データをホームぺージ

に掲載します。また、希

望する方には、このＣ

Ｄ－ＲＯＭを提供する

ほか、郵送文書には点

字シールを貼り、公社

からの文書であること

が分かるよう対応して

います。 

 今年度に内容の見直しを行っ

た「住まいのしおり」に併せて、

ホームページにダウンロード形

式で掲載していた音声データを

更新し、希望者には CD-ROM を

無償配布する案内を行いました

（希望者なし）。 

 また、視覚障害者のうち希望す

る方には、封筒に点字シールを貼

り、公社から発送した文書である

ことが分かるよう配慮しました。 
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第５章 

１ 

一
般
修
繕
・
空
家
修
繕
・
緊
急
修
繕 

(1) 

実
施
状
況
に
つ
い
て 

 修繕工事を実施する

にあたり、川崎市から

の「市内中小企業への

優先発注について（通

知）」を受け、修繕工事

場所の近くに事務所を

有する地元修繕工事事

業者に発注を行いま

す。 

 また、一般修繕は業

種を建築、電気、テレビ

共聴、防水、造園、空調・

衛生、消防、建具、塗装

及びガスの１０業種に

分離し受注機会の増大

に努めます。 

ア 一般修繕 

溝ノ口事務所に修繕専

用ダイヤルを置き、市

営住宅等全団地の一般

修繕を受け付け一元的

な管理を実施します。

内容により専門業者に

修繕を発注し、緊急性

に応じた迅速な対応を

図ります。 

入居者から修繕を受け

付けた時点で、「川崎市

営住宅及び特定公共賃

貸住宅修繕等費用負担

区分表」に基づく、入居

者負担を分かりやすく

説明することで理解を

得ながら取り組みま

す。 

 修繕専用ダイヤルを置き、市営

住宅全団地の一般修繕受け付け、

一元的な管理を実施発注し、緊急

性に応じて迅速に対応しました。 

 なお、修繕依頼を受け付けた際

には、負担区分表に基づき分かり

やすく説明するよう努めました。 

 一般修繕 5,796 件 

 一般修繕等の修繕業務実施にあ

たり、川崎市からの「市内中小企業

への優先発注について（通知）」を

受け、川崎市内の地元修繕業者へ

の発注及び分離発注を行いまし

た。 

 さらに緊急修繕につきまして

は、夜間、休日等の業務時間外はコ

ールセンターを設置し、水漏れ等

の通常の生活に支障が出ているも

のについて迅速に緊急修繕を行い

ました。 

 また、本年度は空家修繕費の縮

減の取組を実施し、12 月時点で

25％削減（戸あたり単価平均ベー

スＨ30 年度比）することができま

した。 

１５ ４ １２ 

空家修繕について、費用縮減に

向け、市と協議を行い、縮減可能

な方法を検討の上、戸当たり単価

平均ベースで H30 年度に比べ、

約 25％と大幅に削減ができた。

今後はより迅速に効率的な修繕

を行う事で、早期募集に繋げるこ

とを目標に、取り組むことが望ま

れる。 

一般修繕・緊急修繕について

は、入居者から市に対して、公社

の対応について特段苦情は寄せ

られておらず、また、自治会長と

こまめに連携しており、入居者及

び自治会と長年に渡る信頼関係

が構築されていることが窺われ

る。 

また、大宮町住宅の機械式駐車

場が老朽化したため、駐車場の一

部廃止について提案があった。市

の担当部署と協議の上、入居者に

調査を実施した結果、駐車台数を

減らすことが認められたが、この

ことは機械式駐車場の維持管理

費用の縮減に繋がる取組であり、

評価に値する。 

なお、昨年同様修繕専用ダイヤ

ルについて電話が繋がらないと

の苦情が市に対して頻繁に（週に

1～2 回程度）あるため、今後は

回線を増設する等、改善に向けた

取組を期待したい。 

イ 空家修繕 

入居者の退去が生じた

場合は、本社と溝ノ口

事務所の双方で廃止届

を受理して退去検査の

日程を調整します。空

家修繕は公正・公平な

費用負担を求めること

から、退去検査には退

去者・公社職員・修繕工

事事業者が立会い、修

繕箇所・費用負担の確

認をした後、修繕工事

事業者が退去者負担分

の見積書を作成し精算

を行います。 

 

 本社・溝ノ口事務所の２か所の

管理係で廃止届を受理し、空家検

査日の登録システムを共有して

利用することで、一元的に日程管

理を行いました。 

 また、空家修繕は公社職員が立

会い、工事を適正に行いました。 

 空家検査実施戸数 777 戸 
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ウ 緊急修繕 

夜間、休日等の業務時

間外は委託先コールセ

ンターにより連絡を受

け、水漏れ等の通常の

生活に支障が出ている

ものについては、直接

業者に連絡することで

迅速な緊急修繕を行い

ます。その他、火災等で

生活に支障が出ている

との情報が入った場合

は公社職員が現場に急

行し、り災者等や自治

会から情報収集、関係

機関との協議を行い、

公社として可能な限り

の対応を行います。 

 水漏れ等の通常支障が出てい

るものについては、迅速に修繕を

行いました。 

 また、火災等によるり災者発生

情報があった際には、公社職員が

現場対応を行うなど、可能な限り

対応しました。 

 なお、夜間等の緊急修繕対応件

数は 249 件で、内訳は次のとお

りです。 

・時間外 65 件（職員対応１件含

む。） 

・休日 184 件（職員対応１件含

む。） 

(2) 

費
用
縮
減
へ
の
取
組
に
つ
い
て 

昨年度に続き修繕工事

基準単価表を空家修繕

と一般修繕に区分し、

空家修繕については単

価表同一項目の工事が

複数個生じる場合の単

価を見直すとともに、

仕様の明確化により業

者の部品在庫管理を容

易にすることで大量購

入によるスケールメリ

ット等を活かすこと

や、床の仕様変更（フロ

ーリングをクッション

フロアー化）により修

繕費の削減に取り組み

ます。 

 また、令和２年度は

令和２年１月より更な

る費用縮減のため先行

実施しているガラスビ

ートゴム取替及び玄関

土間トップコート塗布

を極力清掃で対応する

とともに、押入床ベニ

ヤ張替工事やガラスビ

ートゴム取替工事等は

使用寿命を最大限に利

用します。また、電気ス

イッチ取替工事及び水

栓取替工事等は機能性

を確認した上で必要最

小限の修繕を行い、空

家修繕費を削減しま

す。さらに、「空家修繕

 ガラスビートゴム取替工事等

は使用寿命を最大限利用すると

ともに「空家修繕工事細目分類ご

との修繕等の考え方と事例」を利

用して可能な限り清掃等を優先

し取替を少なくするなどの修繕

費削減の取組の結果、平成 30 年

度戸当り 1,313,528 円（税抜）に

対し本年度は 985,143 円（対象戸

数 670 戸）となり、3 月現在で

25％の削減を行うことができま

した。 

 また、大宮町住宅の機械式駐車

場（24 台）の利用が近年２～３

台の中で維持費を支出しており、

費用対効果が見込めないため、市

に機械式駐車場の台数削減を提

案しました。その後、市の担当部

署とともに市交通政策室と協議

を行った上で申請を行い、駐車台

数を減らす承認を受けることが

できました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

工事細目分類ごとの修

繕等の考え方と事例」

を利用して可能な限り

清掃、補修を優先し取

替を少なくすることで

戸あたり単価を１０％

縮減（戸あたり単価平

均ベースＨ30 年度比）

するよう努めます。 (3) 

効
率
的
な
空
家
修
繕
の
発
注 

 空家修繕については

室内の状況、風呂設備

の有無等により工事期

間が大幅に異なりま

す。このため、早期募集

可能な空家の確保を目

指し、定期募集の際に

より多くの募集戸数を

確保できるよう、募集

開始の時期を見計ら

い、間に合うものを優

先して発注を行いま

す。 
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年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

２ 

大
規
模
修
繕 

(1) 

計
画
修
繕
の
協
議
・
提
案
に
つ
い
て 

市営住宅等を良好な状

態に保全するための外

壁改修工事や屋上防水

工事などの大規模な修

繕は、川崎市が策定し

た「川崎市市営住宅等

ストック総合活用計

画」に基づき、建物劣化

度調査や巡回点検・過

去の修繕実績など建物

の現状を踏まえ、現地

調査を行い実態に即し

た修繕時期、箇所及び

方法を川崎市と協議

し、提案します。 

また、年度ごとの計画

に基づき予算要求のた

めの資料を作成しま

す。 

 外壁、屋上防水、手摺、給水設

備、ガス管及びエレベーター等の

劣化状況について、建物劣化度調

査や巡回点検・過去の修繕実績並

びに現地調査を行い、実態に即し

た修繕の時期、箇所及び方法を川

崎市と協議し、提案を行いまし

た。また、年度毎の計画に基づき

予算要求のための資料を作成し

ました。 

 市の市営住宅建替推進課・市営

住宅管理課と公社で月 1 回打合せ

を行い、課題及び問題等の情報を

共有・計画変更を協議し、提案を行

いました。 

・令和 3 年度に大宮町住宅機械式

駐車場撤去埋戻工事を実施する

ため市の指示に基づき今年度設

計業務委託に追加し計画変更を

行いました。 

・風呂設備のない住戸への給湯器

設置提案を行い、市と協議を行

いました。 

 また、今年度は新型コロナウイ

ルス感染症対策として、工事実施

にあたり工事請負業者へ作業員の

①毎日の検温②作業前手の消毒③

マスク着用④入場記録作成を指

示、住戸内作業では、換気を徹底

し、感染予防に努め、入居者の安全

に配慮、自治会の協力を得ながら

計画どおり完成させました。 

なお、入札中止につながる事務

ミスがありましたが、再発防止策

を講じた上で早期に再発注を行

い、年度内に工事を完成させまし

た。 

 その他、国庫補助対象工事に伴

う完了検査受検では、市と連携し、

工事概要等の説明を行い、検査員

からの質疑に対して資料を提示し

て回答を行いました。 

１０ ３ ６ 

計画修繕について市と協議・調

整を適宜行い、予定どおり工事の

発注、工事監理を行った。大宮町

住宅機械式駐車場撤去埋戻工事

については急遽今年度の設計業

務へ追加し、課題解決に向けて迅

速な対応を行った。工事及び管理

上の効率性、経済性を考慮し風呂

設備のない住戸への給湯器設置

について提案をすると共に次年

度の工事に向けてバランス釜と

の比較等詳細な調査、分析を行っ

たことは評価できる点である。し

かしながら、当年度において入札

中止につながる事務ミスが生じ、

改めて適切な事務処理と共に人

材の確保・育成や工事発注時期の

平準化等により効率的な事務執

行体制の構築が望まれる。 

(2) 

実
施
状
況
に
つ
い
て 

ア 工事の発注につい

て 

 工事の発注は、川崎

市からの「市内中小企

業への優先発注につい

て（通知）」を受け、市

内中小企業専門工事業

者への受注機会の増大

が図れるよう努めま

す。 

 また、川崎市の契約

規則、発注方針等に従

い最低制限価格の設定

を行い、競争入札によ

り工事の発注を行いま

す。 

 市内中小企業専門工事業者へ

の受注機会の増大が図れるよう

外壁及び屋上防水改修工事は、工

種毎の分離発注を行い、同一団地

内複数棟の改修工事はエリア分

けのうえ分割発注を行いました。 

 また、川崎市の契約規則、発注

方針等に従い最低制限価格の設

定を行い、競争入札により工事の

発注を行いました。 

イ 設計及び工事の実

施について 

設計及び工事は、「川崎

市市営住宅等ストック

総合活用計画」に基づ

き適正に実施します。

また、外壁、屋上防水及

び手摺の複数工事が同

時に計画されているも

のについては発注時期

等を調整し、直接仮設

費の縮減に努めます。

さらに建物の状況を把

握し、共用階段ノンス

リップの新規取り付け

や集合郵便受けの一斉

取り替え等を大規模修

繕工事と同時に行うこ

 年間計画に定められた業務委

託５件及び工事 30 件について、

入札及び工事監理を実施し、計画

どおり委託業務及び工事を完成

させました。 

 また、計画のなかった指示事項

にも対応し、業務を完了させまし

た。 

 なお、外壁及び屋上防水改修工

事が同時に計画されているもの

については、発注時期等を調整

し、足場等の直接費用の縮減に努

めました。 

 さらに建物の劣化状況を把握

し、共用階段ノンスリップの新規

取り付けや集合郵便受けの一斉

取替等を大規模修繕工事で行う

ことで、一般修繕費の縮減に努
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

とで一般修繕費用の縮

減に努め、入居者の安

全や利便性の向上を図

ります。 

め、入居者の安全や利便性の向上

を図りました。 

(3) 

国
庫
補
助
事
業
の
対
応
に
つ
い
て 

国庫補助対象事業とな

るか精査し、補助対象

となるものは「居住性

向上型」「安全性確保

型」「長寿命化型」など

機能向上が行われる仕

様を採用し、適正に実

施します。また、会計実

地検査及び完了検査受

検では、書類検査及び

現場検査に公社職員が

同席し、概要説明等の

対応を行います。 

 補助対象となる「居住性向上

型」「安全性確保型」「長寿命化型」

等の機能向上が行われる仕様を

採用し、補助対象工事 25 件及び

調査設計業務１件を適正に実施

しました。 

 また、完了検査受検では、令和

元年度補助対象工事書類検査２

件及び現地調査１件について、公

社職員が同席し、概要説明等を行

いました 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

第６章 

１ 

維
持

管
理
業
務

等  仕様書に基づき専門

業者に委託する事によ

り適正に実施します。 

 施設維持管理業務を適正に行

いました。 

 計画どおり、業務を行いました。 
５ ３ ３ 

施設維持管理業務については、

適切に実施できている。 ２ 

防
火
管
理
業
務 

 防火管理者を公社職

員が担当するほか、消

防局ＯＢ職員を溝ノ口

事務所に配置して定例

業務である消防用設備

等点検結果報告書等の

各種申請の提出、消防

局の立ち入り検査時の

現場立会い、自主検査

チェック票を用いた避

難施設等の点検等を実

施し、緊急対応が必要

な設備等を確認した場

合は、速やかに修繕等

の対応を行います。 

 また、入居者の防災

意識の向上や万が一の

火災の際の被害の拡大

を防止するため、定期

的に消防訓練を実施

し、入居者の自助・共助

の精神による主体的な

活動を促します。 

 防火管理者等を配置して、毎

月、自主点検を行うほか、各種申

請書提出や消防訓練を行い、適切

に防火管理業務を実施しました。 

・消防訓練 全団地年１回実施

予定 

・参加人数 平均 8 人／団地 

３ 

特
別
管
理
産
業
廃
棄
物
管
理
業
務 

 一部の市営住宅内の

施錠した電気室内に

は、適正に管理された

ポリ塩化ビフェニル廃

棄物を保管していま

す。 

 この管理について

は、廃棄者である川崎

市に代わり管理代行者

である当公社が特別管

理産業廃棄物管理責任

者を設け、廃棄物処理

法に定められた保管基

準に基づき廃棄可能時

期まで適正に保管しま

す。 

 一部の住宅の施錠された電気

室内に、ＰＣＢ含有器具（主に安

定器）を特別管理産業廃棄物管理

責任者のもとペール缶等の密閉

容器に保管し、廃棄時期到来時ま

で適正に保管しました。 

４ 

市
営
住
宅
等
を
対
象

と
し
た
損
害
賠
償
責
任
保

険
の
契
約
等 

 市営住宅等内での事

故に備え、対人賠償・対

物賠償等の保険を４月

１日から１年の期間で

契約します。また、事故

発生時には、保険会社

との連絡等を迅速に行

い、必要な手続を行い

ます。 

 市の「業務委託有資格業者名

簿」から選定した者と４月１日よ

り１年間の対人賠償・対物賠償保

険契約を締結し、市営住宅等内で

の万が一の事故に備えました。 

 なお、今年度の保険の適用事例

は次のとおり 3 件発生しました。 

・汚水桝に木の根が張り排水に

支障をきたし、トイレに逆流
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

（床マット等に損害発生） 

・排水管が詰まり汚水が室内に

逆流（家財等に損額発生） 

・床下排水管が腐敗により穴が

空き、下の階に漏水（家財等に

損額発生） 

 これらすべての案件において、

公社から保険会社へ状況等を報

告のうえ対応を依頼し、保険会社

では対象者と調整の上、示談書の

締結及び保険料の支払を行って

います。 
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年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

第７章 

１ 

人
材
育
成
方
針 

 市営住宅等管理業務

は、高齢者、障害者、母・

父子家庭等の様々な入

居者と接する機会が多

く、その接遇対応は非

常に重要となります。 

 また、その際に多く

の個人情報を含む情報

を取り扱うため、管理

業務を適正に実施する

ためには多くの専門対

応知識が必要となりま

す。 

 このため、当公社で

は毎年、策定する研修

計画に基づき計画的な

研修や関係団体との勉

強会等を通じ、職員一

人ひとりが接遇能力、

個人情報保護知識・意

識、業務知識等の向上

を図ります。 

 令和２年度公社研修計画に基

づき、次の研修を行いました（人

数は、住宅部の職員を含む公社全

体の参加人数を示す。）。 

・新規採用職員研修３名（４月） 

・川崎市電設工業会講習会-すぐ

に始められるＢＥＭＳを用い

た運用改善事例２名（７月） 

・建物設備管理研修 18 名（８月・

11 月） 

・団地再生検討部会検討結果等

報告・研修会２名（10 月） 

・ハラスメント予防研修７名（11

月） 

・個人情報保護・プライバシーマ

ーク研修 81 名（11 月） 

・公営住宅の管理・滞納家賃回

収・不当行為等への対応実務２

名（11 月） 

・公共住宅建設工事共通仕様書・

積算基準(令和元年度)説明会

１名（12 月） 

 業務実績に記載の研修、講習会

等を計画的に行い、職制、業務内容

等に応じてスキルアップを図りま

した。 

１０ ３ ６ 

人材育成については、様々な研

修が実施されており、職員のスキ

ルアップが積極的に図られてい

る。市営住宅管理業務は様々な個

人情報を取り扱うため、昨年度に

プライバシーマークを取得し、

日々の取組により個人情報保護

の管理を徹底していることは評

価に値する。個人情報保護体制調

査についても、引続き実施するこ

とを期待する。 
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年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

２ 

市
営
住
宅
等
管
理
担
当
者
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
等 

 人事異動等により市

営住宅等管理業務を新

たに担当する職員とな

った場合でも、適正に

業務を引き継ぎ、執行

できる体制を構築する

ことが重要です。 

 そのため、当公社で

は引継ぎ・ＯＪＴ時に

事務処理するうえで注

意すべき事項や日々の

対応事例等を記載した

マニュアルを活用して

います。 

 マニュアルは、随時、

更新することを前提と

して作成しており、こ

れによりノウハウを蓄

積し、誰もが処理手順

を確認・処理できる仕

組みを構築していま

す。 

 人事異動により新たに職員が

配属される場合は、経験を有する

職員を置き、ノウハウの承継及び

ＯＪＴによる業務執行体制の構

築を図りました。 

 また、今年度に発生した新たな

取組や対応方法等をマニュアル

に追加し、今後、業務を適正に執

行できるよう対応しました。 

 なお、マニュアルは誰もが最新

の情報を閲覧できるよう共有の

フォルダに保存し、更新すること

によりノウハウの蓄積に努めて

います。 

３ 

資
格
取
得
の
奨
励 

 自発的なスキルアッ

プを図るため資格取得

を奨励し、資格の取得

に向けて受講料の一部

補助や資格取得祝い金

等の支援制度を設けて

います。 

 これらにより取得し

た資格を活かし、管理

サービスの充実かつ効

率的な業務の執行に努

めます。 

 これまでに資格支援制度を活

用して取得した保育士、認知症サ

ポーター、個人情報保護士、宅地

建物取引士等を生かし、管理サー

ビスの向上に努めました。 
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年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

第８章 

１ 

公
的
機
関
職
員
と
し
て
の
認
識
と
そ
の
行
動 

 市営住宅等管理業務

においては、住民票、源

泉徴収票、障害者手帳、

マイナンバー等の要配

慮個人情報や特定個人

情報を含めた多くの個

人情報を取り扱う必要

があります。 

 そのため、個人情報

取扱事業者として、ま

た、地域社会の一員と

して、次の事項を強く

意識して業務を実施し

ます。 

  公社行動指針、労働法規や内部

規則等に準拠して業務を実施する

ほか、ストレスチェック結果に基

づく産業医の指導等を得ること

で、ワーク・ライフ・バランスに配

慮した労働環境を整えました。 

 また、個人情報の取扱いについ

ては、市営住宅管理業務は入居者

の要配慮個人情報や特定個人情報

を取り扱うため、職員の個人情報

保護に対する意識を高める必要が

あるほか、入居者を含む第三者か

ら安心・信頼して個人情報の提供

を受ける必要があります。 

 このため、適切に個人情報を取

り扱う事業者であることを示すプ

ライバシーマークを取得し、日々

の取組を確実に実施するとともに

必要に応じて改善を図ることで、

個人情報の適正管理に努めまし

た。 

 

 当公社は公共性の高

い団体であることか

ら、法令の遵守や高い

倫理性が求められま

す。これらの社会的に

求められる倫理・ルー

ルを誠実に守りながら

公益的使命と責任を果

たすための行動の原則

「行動指針」を定め、ホ

ームページに公開して

います。 

 行動指針をホームページに公

開するほか職員にも周知し、コン

プライアンスの遵守を図りまし

た。 

２ 

労
働
法
規
、
内
部
規
則
等
の
遵
守 

 労働法規を遵守し、

ワーク・ライフ・バラン

スや働き方改革の考え

に準拠した労働環境を

整えます。また、就業規

則、会計規程、契約規

程、個人情報保護規程

等の根本規則や各事務

処理要綱等に基づき、

適正な事務の執行に努

めます。 

 その他、高齢者の継

続雇用や、障害者の法

定雇用率 2.5％（令和２

年度・地方公共団体等）

を遵守した組織体制の

構築に努めます。 

 ３６協定、年次有給休暇の計画

的取得等を遵守するほか、内部規

則等に準拠して事務を執行しま

した。 

 なお、障害者の雇用状況につい

ては、令和２年６月の報告日時点

では 4.87％（法定雇用率 2.5％）

でした。 

３ 

個
人
情
報
の
取
扱
い 

(1) 

個
人
情
報
保
護
管
理
体
制 

 個人情報の保護につ

いては、プライバシー

マーク認定事業者とし

て組織的・人的・物理

的・技術的安全管理の

取組を行い、これらの

浸透・定着を図ります。 

(1) 個人情報保護管理

体制 

 個人情報を適正に取扱うため、

個人情報保護管理体制の周知を

図りました。 

 また、運用面では、次の取組に

より個人情報の管理を徹底しま

した。 

１ 毎日 

 ・終業時のクリアデスク 

 ・印刷物の取り忘れ確認 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

 個人情報保護方針を

定め、個人情報保護に

必要な組織を次のとお

り構築して取り組んで

います。 

（表） 

 また、監査責任者に

よる年１回の確認、役

職員に対する年１回以

上の研修の実施、個人

情報保護担当者による

月１回の運用状況の確

認等を実施するほか、

毎年、理事長による監

査状況、経営環境等に

照らしたマネジメント

システムの見直しを行

い、個人情報の適正管

理に努めます。 

 ・複合機使用後のログオフ 

 ・個人情報書類の持出し前及び

戻り確認 

 ・入退室記録簿の作成（キャビ

ネット、事務所ドアの施錠確

認等のため） 

 ・来訪者記録簿の作成（事務所

内のセキュリティエリアに

入室する者の事前確認、入室

許可及び退室確認のため） 

２ 月１回 

 ・個人情報マネジメントシステ

ム運用チェック表作成（上記

の取組を確認し、注意すべき

点が確認できた場合には改

善指示等を記載するため） 

３ 年１回 

 ・役員を含む全職員を対象に専

門講師による個人情報保護

研修及び研修後の確認テス

トの実施 

 ・監査責任者による監査の実施 (2) 

個
人
情
報
保
護
の
た
め
の
具
体
措
置 

 個人情報を含む情報

資産の取扱いについて

は、情報資産の漏えい、

紛失、盗難、改ざんその

他事故等を生じないよ

う、次の事項を遵守し

業務を履行します。 

（表） 

 

 

 上記のとおり 

(3) 
外
部
委
託
先
業
者
の
管
理 

 個人情報を含む業務

を外部委託する場合

は、委託先の個人情報

の安全管理の対応状況

を把握するため、各契

約締結時に個人情報保

護体制の調査を実施し

ます。 

 なお、調査の結果、個

人情報保護の体制整備

等が不足していると判

断した場合は、公社か

ら改善を指示し、改善

報告書により改善の結

果を確認することで、

発注者として外部委託

先業者の個人情報管理

体制を管理・監督しま

す。 

 個人情報を含む業務を委託す

る場合は、契約締結時に委託先の

安全管理の対応状況等を把握す

るため、57 件の個人情報保護体

制調査を行いました。 

 なお、調査の結果、改善を要す

る委託業者はありませんでした。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

４ 

環
境
に
配
慮
し
た
取
組
の
実
施 

 当公社では、住まい・

まちづくりや事務所活

動における環境負荷の

低減に向けて「環境方

針」を策定し、環境対策

に取り組んでいます。 

 公社環境方針に基づき、リサイ

クル製品の購入等を推進しまし

た。 

 また、廃棄文書はセキュリティ

ボックスに封緘し、専門業者によ

りリサイクル施設に運搬して溶

解処分を行う等、環境負荷の低減

を図りました。 

 また、月１回、役職員による事

務所内清掃を実施したほか、受付

窓口のアルコール消毒を毎日の

終業時等に実施して新型コロナ

ウイルス感染症対策を講じる等、

事務所の衛生環境の維持・向上を

図りました。 

 なお、従前より事務所内清掃と

同時に実施していた始業前の事

務所周辺の清掃活動については、

本年度は新型コロナウイルスの

影響により自粛しました。 
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４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

第９章 

１ 

危
機
管
理 

(1) 

台
風
接
近
時
の
対
応 

 台風接近時には、状

況に応じて 24 時間体

制で待機し、緊急対応

に備えます。 

 また、台風通過後に

は、当公社と協力会社

にて連携を図り、被害

状況の確認及び被害拡

大の防止に努めます。 

 今年度は、台風に伴う待機実績

はありませんでした。 

 平成３１年度の大型台風接近時

及び通過後の対応と同様、台風接

近時には各職員が対応できる体制

を整えました。 

 また、台風発生前には、各自治会

に住宅敷地内の確認の協力依頼文

書を送付し、自治会と一体的に台

風に備えました。 

 その他、年末年始の災害り災者

に空家を提供できるよう、24 時間

体制で職員が待機して対応しまし

た（1 月 1 日午前 2 時から午前 10

時の間に対応）。 

１０ ３ ６ 

平成３１年度の大型台風接近

時及び通過後の対応を踏まえ、各

自治会と連携し事前に通知を配

布すること等の準備を行ったこ

とにより、大きな被害がなかった

ことは評価できる 

 火災等の緊急修繕については、

発生した際は迅速に現場に急行

するとともに、警察・消防・ケー

スワーカー等と密な連携が図ら

れていた。 

 事業継続計画は、災害対策本部

組織体制、対応フロー、班別個別

対応等、詳細に渡り適切に定めら

れている。 

(2) 

大
規
模
災
害
時
の
対
応 

 人的被害及び業務へ

の影響を最小限にとど

め、入居者の安全確保・

施設の保全復旧を推進

することを目的として

「事業継続計画」を策

定し、次の準備を行っ

ています。 

・「大規模地震災害等

用携帯カード」による

安否連絡及び出勤可否

の連絡 

・勤務時間外の災害発

生時の参集要員確保の

ため徒歩通勤時間リス

トの整備 

・川崎市業務継続計画

（震災対策編）の市営

住宅関連の非常時優先

業務（被害状況の把握、

住宅斡旋、報告等）に合

わせた対応手順の構築 

・各職員が自主的に行

動するための構成メン

バーの設定 

・関連業者を含む緊急

連絡網等の整備・周知 

・停電後３時間通話が

可能な電話設備の整備

（３時間経過後も通話

可能な回線を両事務所

に１回線設置） 

・災害時に備えた防災

備品（非常食・自転車

等）の継続整備 

・各事務所にＡＥＤ

（自動体外式細動器）・

医薬品の配備 

 今後も継続的かつ計

画的に事業継続計画を

見直すほか、防災備蓄

品の増強や川崎市所管

部署と公社による共同

 大規模地震に備えるため、これ

を想定した事業継続計画につい

て、優先業務内容、備蓄品、連絡

先リスト等の更新を行いました。 

 また、この計画書に基づき災害

発生時の職員の安否確認訓練を、

９月の防災月間に行いました。 



44 

４．年度計画、実績、年度評価に係る自己評価及び所管課による評価 

年度計画 公社の業務実績・自己評価 所管課による評価 

業務実績 自己評価 配点 評価段階 評価点 

訓練の検討・実施によ

り、災害に対する危機

管理の強化を図りま

す。 

２ 

緊
急
対
応 

 公社営業時間内は、

入居者に周知した修繕

専用ダイヤルで溝ノ口

事務所修繕係が対応

し、営業時間外（平日夜

間・土日祝日）の緊急修

繕等の対応は、公社が

委託するコールセンタ

ー（電話番号は同一（修

繕専用ダイヤルの電話

を転送））で受け付ける

体制を構築していま

す。コールセンターを

活用することにより、

住宅設備の故障時に入

居者からの連絡・情報

を集約のうえ必要な修

繕箇所等を把握でき、

速やかに修繕業者への

発注に繋げています。 
また、個別の緊急対応

や判断が必要な場合

は、コールセンターか

ら溝ノ口事務所長・修

繕係長等へ連絡が入

り、職員が対応する等、

24 時間緊急対応が可

能な体制を確立してい

ます。 
 なお、各職員は修繕

以外の火災・事故等の

現地対応が必要な場合

に備えて緊急連絡網を

携帯し、緊急時には職

場・現場近辺に住む職

員が臨機に対応できる

体制を整えています。 

 緊急修繕等の対応はコールセ

ンターを活用し、速やかに修繕業

者への発注につなげました。 
 火災等の現地対応が必要な場

合は、必要に応じて公社職員が現

場に赴く等、一般修繕・空家修繕・

緊急修繕・(1)実施状況について・

ウ緊急修繕の実績報告欄に記載

のとおり、社内で災害時の動員を

確保して対応しました。 
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管理代行及び公社に関する追加評価シート 

１．管理代行者としての評価 

評価の視点 

①公社の賃貸住宅を一体的に管理し、公営住宅管理の一層の効率化を図っているか。 

②地域の実情に応じたきめ細かな入居者の募集・決定などを一体的に行うことにより入居者へのサービス向上を図っている

か。 

実績・ 

公社の自己評価 

・公社は公的機関でもあるため、公社賃貸住宅により一定の収益を確保することで継続かつ安定運営に努めました。 

・仕様書に明確に位置づけられてはいない業務についても、柔軟に対応するほか、市に対して提案を行い、業務の改善を図り

ました。 

・管理業務については、公的機関としての公平性を確保することで福祉関連部署等と円滑に連携しました。 

 また、市営住宅のほか公社賃貸住宅の管理ノウハウを生かして、収入申告（収入調査）等の業務を効率的に行いました。 

・修繕業務については、市内中小企業に対して優先的に発注するほか、市の契約規則等に準拠した対応により透明性を確保

して対応しました。 

 また、市営住宅と公社賃貸住宅の修繕ノウハウを生かして、計画修繕工事の設計、発注、施工等を効率的に行いました。 

・災害り災者に対しては、公社が所有する特定優良賃貸住宅を提供する等、災害時に対応可能な取組を市と一体となって行

いました。 

・入居申込相談時において、市営住宅の入居資格を有しない場合や入居収入基準を超過することが明らかな世帯には、当公

社が開設している「すまいの相談窓口（川崎の公社事務所の 2 階）」と連携し、収入等に応じてだい JOB センターや市営住

宅以外の公的賃貸住宅を案内しました。また、高齢者からの住替え相談があった場合は、市営住宅や高齢者向け優良賃貸住

宅等の公的賃貸住宅を一体的に案内しました。 

・定期募集の申込書に適切な区分の住宅を記載していない場合や収入計算に不備がある場合等には、一律に申込内容の不備

の通知を発送して申込者から訂正連絡を待つのではなく、個別に公社から電話連絡を行い不備の解消に努める等、申込機会

を喪失しないよう配慮した対応を行いました。 

・新型コロナウイルス感染症対策として、できる限り電話や郵送を活用して申請等を受け付け窓口混雑の緩和を図ったほか、

入居説明会等は席の間隔をとって複数回に分けて実施する等、感染対策を講じながら管理業務を滞りなく行いました。 

所管課による 

評価 

収入超過者に対し、すまいの相談窓口と連携し、市営住宅以外の公的賃貸住宅を案内したり、高齢者からの住み替え相談

についても、高齢者に対して公的賃貸住宅を含め一体的に案内しており、ともに令和３年２月時点で、２０～３０件程度の

事例があるようだが、成約数のデータがないため、成果が不明であり、今後は成約数についても把握されたい。 

募集時に書類不備等がある場合、申込機会を喪失しないよう、個別に公社から電話連絡する等、申込者に寄り添った丁寧な

対応をしていることについては、申込者に対するサービス向上の観点から評価できるが、今後、空家期間の短縮に向け、市と

協議の上、検討を進めることを期待する。 

 

２．公社としての評価 

評価の視点 

①市（市営住宅管理課等住宅関係部署や福祉事務所・児童相談所等福祉関係部署）、地域包括支援センターときめ細やかに連

携しているか。 

②コミュニティ活性化、福祉サービス向上に向け、市に対し積極的・具体的に提案しているか。 

実績・ 

公社の自己評価 

 市営住宅は、住宅セーフティネットとしての機能を有し、少子・高齢社会への対応等との連動性が求められる住宅であり、

法・条例等に基づき適切な対応を必要とするほか、入居者の事情に応じた福祉的サポートも必要となる特殊性を有する住宅

です。 

 特に、入居者の割合が年々増加している高齢者や障害者の方に適切に対応するためには、福祉関連部署と連携を密にして

対応することが必要となります。 

 そこで、入居者管理全般（主に収入申告書の未提出、使用料の滞納、安否確認要請、騒音による迷惑行為対応等）を行う中

で何らかの異変等に気付いた際は、市の住宅関連部署に報告するほか、福祉関連部署（保護課、高齢障害課、地域包括支援セ

ンター、あんしんセンター、だい JOB センター等）とも情報共有のうえ連携し、市営住宅に継続して居住が可能な場合は必

要な対応を公社・福祉関連部署・入居者の３者で確認し、難しい場合は施設入所等へ引き継ぐ等、入居者の属性に応じたきめ

細やかな対応を行いました。 

 また、主に陳情対応で住宅を戸別訪問した際には、別途、自治会役員の意見や要望を聞き取りのうえ住宅関連部署に報告

し、今後の対応課題等の情報を共有したほか、これらを基に今後の公社による独自の自治会支援策の検討に向け、調査票を

作成して全自治会にアンケートを実施しました。 

所管課による 

評価 

入居者からの申請関係事務等、福祉関係部署とは、平成３１年度に引き続き大変きめ細やかな連携がなされていると言え

る。また、令和２年度においては、公社から提案等により、共益活動に関するアンケート調査の実施、台風に備えた対応の自

治会への周知、維持管理費の削減に寄与した駐車場台数の削減などの事例等、様々な提案があったことは、評価に値する。今

後も、市と課題の認識を共有し、積極的・具体的な提案を期待したい。 

 


